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１ 調査の概要 

1-1 調査の背景と目的 

 

近年、地方では少子高齢化や人口減少等により事業者が減少し、地域機能の維持が困難

な状況になりつつあることから、開業率の低迷1や、後継者不足等による休廃業件数の増加

は喫緊の課題である。これらの課題解決には、事業承継支援による雇用の場の維持だけで

なく、創業支援による新たな雇用創出による地域経済の担い手（事業者や雇用者等）の確

保、また地域の稼ぐ力を高めていくことが重要である。 

 

こうした状況において、創業の面では地方で顕在化している様々な地域課題の解決に資

するビジネスや、地域固有の資源・特徴を生かした創業事例が各地で生まれており、国や

一部の地方自治体でも地域課題解決型ビジネスの取組への支援に着目し始めている。 

 

また、事業承継の面では、既存事業者が保有する有形・無形の経営資源を活用した新規

ビジネスの創出＝経営資源引継ぎ型創業、ベンチャー型事業承継の先行事例も昨今注目を

集めるようになってきている。 

 

このように、創業支援・事業承継支援については、それぞれへの取組の重要性は従前か

ら着目されていたが、両者には共通する事業者ニーズやプロセスも存在し、地域における

支援者も重複するケースがあることから、双方で連携することで相乗効果が生み出せる、

あるいは効率的な支援が可能であると考えられる。 

 

これらのことから、創業支援と事業承継支援の連携体制をそれぞれの地域の実状に応じ

た形で構築することが、地域機能を維持し、さらには地域経済の活性化に繋がると仮説付

け、本事業では、地方での創業支援及び事業承継支援を促進することの効果や課題、支援

ニーズ等について先進事例調査を通して実態把握を行い、地方での創業・事業承継支援体

制や支援のあり方等について検討の上、取りまとめる。 

 

※本調査における「創業」とは特に「地域課題解決型ビジネス」を、「事業承継」とは特

に「経営資源引継ぎ型創業・ベンチャー型事業承継（以下、「経営資源引継ぎ型創業

等）」を指す。 

  

 
1 2022 年版小規模企業白書（中小企業庁）「開業率・廃業率の推移」 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/shokibo/00sHakusho_zentai.pdf 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/shokibo/00sHakusho_zentai.pdf
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1-2 調査の手法 

（１） 地方で地域課題解決型ビジネスと経営資源引継ぎ型創業等を促進することの効

果・影響調査 

 

地方で地域課題解決型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等を促進することの効果や課題

等について先進事例調査を通して実態把握を行い、地域に与える効果・影響、それらを生

み出すことに寄与したポイント、支援における課題、支援ニーズ等を整理・分析・考察の

上、取りまとめた。 

 

① 調査対象の選定 

文献調査における対象は、プレイヤー（創業者、事業の買い手等）の属性や創業・承継

のアクション別（コミュニティの有無、支援機関との繋がり等）に、地方で地域課題解決

型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等を行っている事例について、創業関係の事例を 10

件、事業承継関係の事例を 12 件選定した（一部重複あり）。 

 

② 文献調査の実施 

（１）①で選定した先進事例に対して、それぞれ創業や承継までのアクション、その後

地域にもたらしたと考えられる効果・影響等について、各種文献等公開情報を基に調査の

上、取りまとめた。 

 

③ ヒアリング調査の実施 

創業関係の事例を 7 件、事業承継関係の事例を 8 件選定し、それらの支援者（自治体、

金融機関等の支援機関、支援コミュニティに係る関係者等）とプレイヤー（創業者、事業

の買い手等）双方に対して実施した。 

 

④ （１）①～③の取りまとめ及び地方にもたらす効果・影響等の分析 

文献調査やヒアリング調査を通じて、各地域において、地域課題解決型ビジネスや経営

資源引継ぎ型創業等の支援を行うことにより、地域にもたらす効果・影響、そしてそれら

の効果を生み出すポイントや課題、支援ニーズ等を事例ごとに分析・整理を行った。 

 

（２） 支援体制や支援のあり方等に関する分析・考察・提案等 

 

（１）の調査結果を基に、地方において波及効果の高い支援を行うための支援体制や支

援のあり方、支援策等について検討の上、取りまとめた。検討にあたっては、創業支援及

び事業承継支援等に知見のある有識者３者から意見聴取を行った。 

（１）の調査分析結果および有識者の意見聴取に基づき、地方において波及効果の高い

支援を行うための支援体制や支援のあり方、支援策等について取りまとめた。 
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２ 地方における創業・事業承継を取り巻く課題と可能性 

2-1 地方における創業・事業承継を取り巻く現状・課題 

 

地方では少子高齢化や人口減少等に加え、開業率の低迷や、後継者不足等による休廃業

増加等から事業者が減少し、地域機能の維持が困難な状況になりつつある。 

 

（１） 地方における創業の現状・課題 

 

我が国の開業率は 2020 年度時点で全国平均 5.1%（2019 年度は 4.2%）であり、諸外国

と比較して低い水準にある。 

国内に目を向けると、都市圏と地方では開業率に大きな差が生じている。特にスタート

アップ企業に関しては資金調達のしやすさ等から本社所在地は東京一極集中の傾向が強い

ことが伺える。 

現状では、資金や人材等のリソースに大きく地域間の偏りがあるため、地域が有する支

援リソースにあわせた創業支援・体制構築が必要であると考える。 

 

○都道府県別の開廃業率（2020 年度） 

 
（注）1.開業率は、当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用事業所数である。 

2.廃業率は、当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度末の適用事業所数である。 

3.適用事業所とは、雇用保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業所である（雇用保険法第５条）。 

出所：中小企業白書（2021）厚生労働省「雇用保険事業年報」のデータを基に中小企業庁が算出 
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（２） 事業承継・引継ぎの現状 

 

経営者の高齢化の進展等により、近年、全国の休廃業・解散は増加傾向にある。 

中小企業庁では、中小企業廃業の急増により、2025 年までに、日本全体で約 650 万人

の雇用、約 22 兆円の GDP が失われる可能性があると推計2。 

廃業事業者のうち黒字廃業の比率は約 6 割で推移していることから、廃業に伴う中小企

業の貴重な経営資源の喪失が続いている状況である。これらに対する支援の継続・強化は

急務であり、事業承継・M&A 支援の重要性が高まっている。 

 

○休廃業・解散、倒産件数の推移 

 
出所：東京商工リサーチの資料を基にダン計画研究所作成 

 

○休廃業・解散事業者の損益別比率 

出所：東京商工リサーチの資料を基にダン計画研究所作成 

 
2 中小企業庁「中小企業・小規模事業者における M＆A の現状と課題」 
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○年代別に見た中小企業の経営者年齢の分布 

 
(注)「2020 年」については、2020 年９月時点のデータを集計 

出所：中小企業白書（2021）より（株）東京商工リサーチ「企業情報ファイル」再編加工3 

 

次に示す経営者年齢別の増収企業の割合データでは、経営者の高齢化が企業の業績

に一定の影響を与えていることが分かる。また、経営者年齢が若い企業ほど、新事業

分野への進出に取り組んだ企業の割合が多い。 

 事業承継の早期着手・準備と円滑な引継ぎを後押し、新事業分野への進出も併せて

促進することで、企業の新陳代謝を上げることにも繋がることが期待される。 

 

○経営者年齢別、増収企業の割合 

 
（注）2019 年 12月時点で判明している直近２期の売上⾼を比較して「増収企業」、「売上横ばい企業」、「減収企

業」を分類し、集計 

出所：中小企業白書（2021）（株）東京商工リサーチ「全国社⻑の年齢調査（2019 年 12月31⽇時

点）」再編加工4  

 
3 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap1_web.pdf 
4 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap3_web.pdf 

（歳） 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap1_web.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap3_web.pdf
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○経営者年齢別、新事業分野への進出の状況（2017 年～2019 年） 

  
(注)新型コロナウイルス感染症流⾏前（2017 年～2019 年）の新事業分野への進出の状況について確認 

出所：中小企業白書（2022）（株）東京商工リサーチ「中小企業の財務・経営及び事業承継に関するア

ンケート」5 

 

事業承継後の企業成長については、次に示す事業承継に取り組んだ企業に関するデ

ータからも分かるように、事業承継の１年後から５年後まで同業種平均値を 20％前後

上回っており、事業承継実施企業が同業種平均値よりも高い成長率で推移している。 

 さらに、事業承継後に販路開拓や経営理念の再構築、新製品・新サービスの開発

等、新たな取組にチャレンジする企業が多く、企業の成長・発展を促していくために

も事業承継を推進することは重要であると考えられる。 

 

○事業承継実施企業の承継後の当期純利益成⻑率（同業種平均との差分） 

 
出所：中小企業白書（2021）6 

  

 
5 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap1_web.pdf 
6 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap3_web.pdf 
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○現経営者が事業承継後（５年程度）に意識的に実施した取組 

 
出所：中小企業白書（2021） 

 

（３）地域社会を取り巻く現状・課題 

①地域経済の担い手の減少 

 

我が国の総人口は 2008 年をピークに減少が続き、2060 年には約 9,300 万人まで減少。

特に都市部と比して地方における人口減少が一層進展すると予想されている。また、過疎

地域において 10 年以内もしくはいずれ消滅する可能性がある集落は全体の 5%を占める。 

人口減少等に伴い域内の消費が低迷することで、地域経済の縮小、そして事業者や雇用

者等の地域経済の担い手が減少していくという負のスパイラルが生じてしまう。 

 

○総人口の推移と推計 

 
出所：国税調査（総務省）、⽇本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）  
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○今後の集落機能の維持・再編成の見通し別集落数 

  
出所：総務省「過疎地域における集落の状況に関する現況把握調査最終報告（概要版）」令和２年３月 

 

②地域における労働力の減少 

 

都市部を除く地方の労働力人口7は減少傾向にあり、人口減少や高齢化もあいまって、今

後労働力人口の減少が予想される。 

地域経済社会の成長のためには、地方における労働力人口の減少を食い止め、地方の雇

用の場を確保・創出する働きかけが必要と考えられる。 

 

○地域別労働力人口の推移 

 
出所：内閣府 地域の経済 2019「地域別労働力人口の推移」8 

 
7 労働力人口：15 歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの。 

8 https://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr19/img/chr19_02-03-01z.html 

https://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr19/img/chr19_02-03-01z.html
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③付加価値額の格差 

 

地域経済の活性化のためには、労働力人口の増加に加え労働生産性の向上が必要とな

る。また、労働生産性の向上のためには、付加価値額の向上が欠かせない。各地域におけ

る付加価値額は増加しているものの、都道府県別の付加価値額の割合は東京都（全国の

21.3%）大阪府（同 8.3%）愛知県（同 7.5%）等、都市圏で全国の約４割を占める状況。 

各地域で付加価値を創造するためには、新サービス創出等の付加価値を高める取組を地

方で促す必要があると考えられる。 

 

○都道府県別付加価値額増減率（平成 23 年との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「付加価値額増減率」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計 

出所：平成 28 年経済センサス－活動調査（確報） 

 

○都道府県別の付加価値額の割合（平成 27 年） 

北海道 3.2%  東京都 21.3%  滋賀県 1.0%  香川県 0.7% 

青森県 0.7%  神奈川県 6.2%  京都府 1.7%  愛媛県 0.8% 

岩手県 0.7%  新潟県 1.5%  大阪府 8.3%  ⾼知県 0.4% 

宮城県 1.8%  富山県 0.9%  兵庫県 3.6%  福岡県 3.6% 

秋田県 0.6%  石川県 0.9%  奈良県 0.6%  佐賀県 0.5% 

山形県 0.7%  福井県 0.6%  和歌山県 0.5%  ⻑崎県 0.7% 

福島県 1.2%  山梨県 0.6%  鳥取県 0.3%  熊本県 1.0% 

茨城県 2.2%  ⻑野県 1.4%  島根県 0.4%  大分県 0.7% 

栃木県 1.5%  岐阜県 1.3%  岡山県 1.3%  宮崎県 0.6% 

群馬県 1.6%  静岡県 3.1%  広島県 2.2%  鹿児島県 0.9% 

埼玉県 4.0%  愛知県 7.5%  山口県 0.9%  沖縄県 0.7% 

千葉県 3.5%  三重県 1.3%  徳島県 0.5%  全国計 100% 

出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査（確報）」より作成  
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2-2 地方における創業・事業承継活性化への期待 

 

現状では経営資源が不足しがちな地方で創業が生まれにくい一方で、「地域課題解決型

ビジネス」あるいは「経営資源引継ぎ型創業等」は創業・事業承継全体の中でも特に地方

に相性の良い形であると考えられる。さらにそれらの情報発信の仕組みを構築すること

で、地域経済の活性化に寄与する取組になることが期待できる。 

 

 

（１）地域課題解決型ビジネスの可能性 

 

地方では自治体や地域が抱える課題（＝地域課題）に具体的にアプローチしやすい傾向

があるため、地域課題をベースとした創業＝「地域課題解決型ビジネス」のほうが、地方

で取り組める可能性が高く、持続性も期待できる事業になると考えられる。 

 

 

（２）経営資源引継ぎ型創業という新たな選択肢の提示 

 

創業希望者が地方での創業を検討する際に、地域に既にある企業や経営資源とマッチン

グすることで事業の立ち上げが容易になる利点がある。 

事業承継を行う企業はその地に根付いていることが多く、成長が見込まれる企業であっ

ても地域に根付いて事業を継続する可能性が高い。その観点から、創業希望者が経営資源

を引継ぐという新たな事業承継の形を促進する意義があると考えられる。 

 

 

（３）ベンチャー型事業承継に期待される地域経済の成⻑ 

 

 先代経営者の家業を引き継ぐことによる事業・雇用の維持も重要であるが、後継者が世

代交代を機に、家業の基盤を活かした新規事業、業態転換、新市場参入等、新たな領域に

挑戦することで、事業承継に付加価値を生み出し、企業の更なる成長・経営革新に繋げ、

地域経済の成長に寄与することが期待される。 

 

 

（４）地方における創業・事業承継の取組発信による効果 

 

前述の通り、一般的に地方は都市部に比べ、ヒト・モノ・カネの経営資源や支援が不足

傾向にあり、経営資源確保の観点では課題が多くみられる。 

一方で、昨今は都市部との情報格差が小さくなりつつあり、地方に居ながらも、都市部

の創業・事業承継関係者・ネットワーク等の情報に触れ、繋がることができる環境にあ

る。 
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また、都市部と比べて地方の開業率が低いことを逆手に取ると、地方での地域課題解決

型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等の取組・チャレンジは地域内・都市部のどちらから

みても注目される可能性が高い。 

地域で創業・事業承継の基本要素をカバーできる支援体制を構築したうえで、それらを

活用した企業の好事例（ロールモデル）を地域内外に発信することで、地域が注目され、

新たな創業・事業承継希望者や経営資源（ヒト・モノ・カネ）が集まりやすくなると仮

定。 

 

 

○地方における創業・事業承継の取組発信による効果のイメージ 
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３ 地方の創業・事業承継支援に関する要素と支援内容 

3-1 創業・事業承継支援に関係する支援者 

 

地域課題解決型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等に関するプレイヤーは譲渡企業の経

営者、創業・事業承継希望者、譲受企業等が存在し、各者の立場・属性により支援ニーズ

が異なる。さらに事業承継に関しては、親族内承継、役員・従業員承継、第３者承継等、

後継者の属性によっても支援ニーズが異なる。これらに対する一般的な支援者とその役

割、また国の支援制度については以下の通り。 

 

○各支援者の役割 

支援者 役割 

地方自治体 
・ 各地域における創業や事業承継の支援施策の立案実行。 

・ 補助金制度の構築や相談対応、他の支援者への橋渡し等を行う。 

中小機構 

・ 国の中小企業政策の中核的な実施機関として、起業・創業期から成

長期、成熟期に至るまで、企業の成長ステージに合わせた幅広い支援

メニューを提供。 

・ 中小企業大学校：経営者や管理者向けの実践的な研修を通じ、

中小企業を支える人材の育成を支援。事業承継に関する教育も行

う。 

・ ファンド事業：中小企業者に対し投資事業を行う民間機関等ととも

に投資ファンド（投資事業有限責任組合）を組成し、ベンチャー企業

や既存中小企業の資金調達の円滑化と踏み込んだ経営支援（ハン

ズオン支援）を通じて、新事業展開の促進や再生を支援。 

事業承継・引継ぎ支援セ

ンター 

・ 事業承継に関する窓口相談全般や後継者不在の中小企業に対する

マッチング支援を行う。 

・ 後継者人材バンク事業：創業を目指す起業家と、後継者不在の会

社や個人事業主を引き合わせ、創業と事業引継ぎを支援する事業。 

よろず支援拠点 
・ 様々な経営課題に関する相談に対応するワンストップ相談窓口を各

都道府県に設置。 

中小企業活性化協議会 ・ 中小企業庁が 47 都道府県に設置。債務整理・事業再生支援。 

商工会・商工会議所 

・ 中小企業や小規模事業者のために、秘密厳守・原則無料で経営相

談等を行う主体として市町村に設置。地域により後継者塾や経営塾

の開催、事業承継相談デスクの設置等を行う。 

金融機関 
・ 資金調達。地域により「後継者塾」や「経営革新塾」等の開催を行

う。 

税理士・税金アドバイザー ・ 税務対応。 

司法書士 ・ M&A の契約書作成等。 

弁護士 ・ 相続・遺言・株の名義書換等。 

M&A 仲介会社 
・ 譲渡側（売り手）と譲受側（書い手）の間に着任し、中立的な立

場で交渉の仲介・助言を行う。 
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支援者 役割 

まちづくり事業者・ 

まちのキーマン 

・ 顕在化していない地域事業者の事業承継ニーズの掘り起こし、地域

側の巻き込み等を行う。 

メディア ・ 地域での創業・事業承継の取組の PR。 

投資ファンド・VC・個人投

資家 
・ 成長が見込まれるスタートアップや第２創業に対する投資。 

教育機関（高校・大

学） 
・ アントレプレナー教育・家業に関するゼミ。 

地域コミュニティ 
・ 地域の企業、産地組合・取引先が創業・後継者の関係構築、メンタ

リング、協業等。 

起業家ネットワーク ・ 自立性・自発性を促すコーチング、共創、協業。 

民間支援事業者・専門

人材派遣会社 
・ 新規事業開発や経営改善の専門家派遣等。 

 

○国による事業承継支援制度（中小企業庁が公表している事業承継に関する支援策） 

支援内容 具体的な支援策 

気付きの提供 ・ 事業承継診断 

後継者候補の育成 ・ 中小企業大学校 

事業承継の相談 

M＆A のマッチング 
・ 事業承継・引継ぎ支援センター 

税制 

・ 事業承継税制 

・ 経営資源集約化税制 

・ 登録免許税・不動産所得税の特例 

株式等の集約 

・ 遺留分に関する民法の特例 

・ 所在不明株主に関する会社法の特例 

・ 中小企業経営力強化ファンド 

金融支援 ・ 公庫融資・信用保証の特例 

補助金 ・ 事業承継・引継ぎ補助金 

基盤整備・指針策定 

・ 事業承継ガイドライン 

・ 中小M＆A ガイドライン 

・ 中小 PMI ガイドライン 

出所：施策の詳細：中小企業庁「事業承継に関する主な支援策（一覧）9」 

 

 

 

 

 
9 https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/download/shoukei_shien.pdf 

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/download/shoukei_shien.pdf
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○国による主な創業支援制度 

支援内容 具体的な支援策 

知識・ノウハウ 
・ 自治体等が行う創業支援事業への支援 

・ 中小機構の伴走支援 

意識改革 
・ 起業家教育 

・ JVA（Japan Venture Awards）の表彰 

資金調達 ・ 中小機構ファンド出資10 

金融支援 ・ 日本政策金融公庫による創業者への融資制度 

税制 
・ エンジェル税制 

・ オープンイノベーション促進税制 

補助金 
・ ものづくり補助金 

・ 小規模事業者持続化補助金 

出所：施策の詳細：産業競争力強化法における市区町村による創業支援／創業機運醸成のガイドライン11 

  

 
10 https://www.smrj.go.jp/supporter/fund_investment/index.html 
11 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/download/guideline.pdf 

https://www.smrj.go.jp/supporter/fund_investment/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/download/guideline.pdf
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3-2 創業・事業承継に関する経営資源の基本要素 

 

創業・事業承継において必要となる経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）は主に以下の

ようなものがある。また、創業・事業承継企業は創業・事業承継の「前」「時」「後」の

各ステージにおいて発生する経営資源不足に対し、都度対応する必要がある。 

これらの経営資源を「創業・事業承継における経営資源の基本要素」とする。 

 

○創業・事業承継に関する経営資源の基本要素 

 
 

 

3-3 創業・事業承継ステップごとの取組と課題 

 

 創業・事業承継に関するプレイヤーの一般的な取組とその中で発生する課題に直面する

タイミングは様々であり、取組フェーズや取組内容によって必要な支援・関わる支援者も

異なる。 

 

 さらに、資金調達・人材・ビジネスモデルの精緻化・経営ノウハウ・企業の信用・信頼

に関する課題等、創業・事業承継の双方に共通し、取組フェーズをまたがった恒常的な課

題や繰り返し発生する課題もある。 

 

これらを一気通貫で対応できる支援者、地域にいる支援者の中で誰がどの部分の支援を

担っているかを把握し、地域にあった支援体制構築を検討する必要がある。 
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○創業・事業承継のフェーズと課題 
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４ 地方における創業・事業承継の支援取組先進事例調査 

4-1 先進事例調査（文献調査） 

 

インターネットや文献を中心に、地域で支援体制を構築し、創業・事業承継を支援する

取組先進事例を調査した。 

 

文献調査にあたっては特に以下のような観点で事例抽出を行い、抽出した事例のうちさ

らに深掘り（効果を生み出すことに寄与したポイントや、地域の創業・事業承継等の促進

における課題、支援策ニーズの把握等）を行った事例については「4-2 ヒアリング調査結

果」に記載する。 

 

なお、地方の創業・事業承継においては、スーパーやガソリンスタンド等、地域の生活

を支えるような創業・事業承継への支援も重要であるという認識の一方で、ビジネスベー

スでの事業の成長・発展や雇用確保に一定のインパクトを与える可能性が高いと考えられ

る支援体制に特に着目した。 

 

○事例調査の選定基準 

 

（１）新たな雇用創出や資金を地域へ呼び込んでいる等の実績が一定程度確認できる事例 

例）・売上、雇用創出、資金調達の拡大事例 

・ベンチャー型事業承継（アトツギベンチャー）、第２創業の事例 

・UIJ ターン者による創業・事業承継の事例 

 

（２）複数の地域関係者（支援者等）の体制構築を確認できる事例 

例）・自治体の役割発揮の大きい事例 

・創業拠点やソフト事業を通じたビジネス・コミュニティの形成事例 

・中間支援組織（民間）の組成等による支援事例 

・全国的なマッチングプラットフォームとの連携事例 

 

（３）四国地域や地方都市、過疎地域における事例 

例）・人口・経済規模、立地特性 

・地域課題解決、地域資源を活用した地域魅力の創出事例 

・生活インフラ、地場産業の持続性の確保への寄与事例 
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○文献調査先 

地域課題解決型ビジネス事例 ※4.～7.については 4-2 に詳細を記載。 

1. たなべ未来創造塾（和歌山県田辺市） 

2. Next Commons Lab 南相馬（福島県南相馬市） 

3. まるまるまるもりプロジェクト（宮城県丸森町） 

4. とゞ兵（兵庫県豊岡市） 

5. チアフル（株）（奈良県吉野郡吉野町） 

6. 五城目町役場・湖東３町商工会・地域金融機関・(一社)ドチャベンジャーズ

（秋田県南秋田郡五城目町） 

7. （一財）こゆ地域づくり推進機構（宮崎県児湯郡新富町） 

 

事業承継事例 ※12.～16.については 4-2 に詳細を記載。 

8. アトツギ甲子園 

9. とっとり×後継ぎリノベーター 

10. “さいたま”の結び目 

11. 関西大学 実践型事業承継ゼミ（大阪府吹田市） 

12. 福禄寿酒造（株）（秋田県南秋田郡五城目町） 

13. （株）フードサポート四国、（株）四国ビジネスアシスト（香川県高松市）  

14. （株）能登オーシャンファーム（瀬上水産）（石川県七尾市） 

15. （株）ノトツグ・日本郵政（株）（石川県七尾市） 

16. 地域未来共創 Search ファンド（山口キャピタル（株）） 

 

創業・事業承継事例 ※17.～19.については 4-2 に詳細を記載。 

17. 豊岡市創業・事業者支援ネットワーク（兵庫県豊岡市） 

18. （公財）ふくい産業支援センター（福井県） 

19. （株）サーキュレーション（全国） 
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＜地域課題解決型ビジネス支援の事例＞ 

 

たなべ未来創造塾（和歌山県田辺市） 

和歌山県田辺市企画部たなべ営業室 

●連携体のプレイヤー 

【主催】和歌山県田辺市、熊本大学  【連携機関】日本政策金融公庫田辺支店 

【協力機関】紀陽銀行田辺支店、きのくに信用金庫田辺支店 

【後援】近畿財務局和歌山財務事務所、和歌山県（西牟婁振興局）、和歌山県信用保証協会、田辺商工会議所、 

牟婁商工会、龍神村商工会、中辺路町商工会、大塔村商工会、本宮町商工会 

【連携協定締結】熊本大学熊本創生推進機構、熊本県八代市、日本政策金融公庫八代支店、富山大学地域連携推進機構 

 

●取組 

・ 和歌山県田辺市（人口約 70,000 人）では、全国平均

よりも早いスピードで減少が続いており、2040 年に

は 52,767 人まで減少すると予測。人口減少を起因と

して生じる空き家や空き店舗の増加、地域の担い手不

足等の地域課題の解決や、世界遺産「熊野古道」や世

界農業遺産をはじめとする多くの地域資源の活用に目

を向ける。 

・ 世界遺産登録 10 周年を機に、2014 年 4 月に田辺市役

所企画部に「たなべ営業室」を立ち上げ、本業を生か

してできるビジネスモデルの創出、ビジネスリーダー

の育成を目指した「たなべ未来創造塾」を 2016 年に

創設。たなべ未来創造塾では、地域課題解決・地域資

源活用と企業の営利活動との共通項を探し出すプログ

ラムを構築。 

・ 田辺市と熊本大学が主催となり、地元金融機関、関係

機関等にも参画頂く中で、「産学官金」が一体となっ

た運営体制を構築。 

・ 「地域が生き残るためには、地域で「稼ぐ」プレイヤ

ーが必要と考え、スモールビジネス創出をターゲット

にする中、田辺市と連携協定を結ぶ日本政策金融公庫

田辺支店が「たなべ未来創造塾」の実施にあたり、カ

リキュラム作成や講師選定、塾生候補者の紹介、塾生

へのヒアリング同席及び助言等を実施するとともに、

公庫主催の各種講座の開催や個別融資相談等も連動。 

・ 地域への発信力が大きい地方紙（(株)紀伊民報）とも

連携し、たなべ未来創造塾を通して生まれたビジネス

を情報発信する体制を構え、「産学官金」＋「言」で

地域の価値を高める。 

 

○塾生のビジネス創出を支援する運営体制の構築 

 

＜参考＞ 

たなべ未来創造塾 

https://tanabe.miraisouzoujuku.com/ 

田辺市企画部たなべ営業室 資料 

https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/kankeijinkou/h

31-3-11-shiryou3.pdf 

 

 

 

  

地域課題解決型 

ビジネス事例 

https://tanabe.miraisouzoujuku.com/
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/kankeijinkou/h31-3-11-shiryou3.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/kankeijinkou/h31-3-11-shiryou3.pdf
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Next Commons Lab 南相馬（福島県南相馬市） 

株式会社小⾼ワーカーズベース、南相馬市 

 

●取組 

・ 福島県南相馬市（人口約 57,000 人）に所在する小

高ワーカーズベースでは、「地域の 100 の課題から

100 のビジネスを創出する」をスローガンに掲げ、

地元住民および UIJ ターン者のコミュニティを醸成

し、多くの事業創出を行う。 

・ コミュティ創出事業として、簡易宿所付コワーキン

グスペース「小高パイオニアヴィレッジ」の運営の

他、市からの委託で南相馬市地域おこし協力隊活動

事業「Next Commons Lab 南相馬」、南相馬市の

マチ・ヒト・シゴトを結ぶコミュニティスペース

「NARU」の運営等を行う。 

・ Next Commons Lab 南相馬は、移住者を募り、南

相馬に拠点を移したメンバーとともに地域の課題や

資源に焦点をあてたプロジェクトを推進する南相馬

市の事業。小高ワーカーズベースは起業家からの生

活や事業の相談を受け、コーディネートを行う。 

・ 原発事故の影響により、新たなチャレンジが必要に

なった農業や食品分野を地域課題と捉え、課題解決

に資するサステナブルな「農と食」の新規事業創出

をプロジェクトとして募集する。（Next Commons 

Lab は全国に拠点ネットワークを有するコミュニテ

ィ） 

 

 

○Next Commons Lab 南相馬の運営スキーム 

 
＜参考＞ 

Next Commons Lab 

https://nextcommonslab.jp/network/minamisoma/ 

南相馬市 起業型地域おこし協力隊募集 

https://www.city.minamisoma.lg.jp/portal/sections/16/1

620/16201/1_1/3394.html 

小高パイオニアヴィレッジ 

https://village.pionism.or.jp/ 

NARU 

https://naru-minamisoma.com/

 

まるまるまるもりプロジェクト（宮城県丸森町） 

一般社団法人 MAKOTO、丸森町役場 ほか 

 

●取組 

・ 宮城県丸森町（人口約 12,000 人）では、2015 年

に有形文化財『齋理屋敷』をコワーキングスペー

スに改装した「起業サポートセンターCULASTA

（クラスタ）」を開所し、民間事業者と連携した移

住創業支援に注力する（まるまるまるもりプロジ

ェクト）。 

・ 地域おこし協力隊制度を利用したベーシックイン

カムを最長 3 年間支給、住居や店舗物件の紹介、

町内コミュニティの紹介（丸森町役場）、ベンチ

ャー支援の専門家による事業化サポート（一般社

団法人 MAKOTO）、クリエイティブの専門家

（株式会社ラナエクストラクティブ）によるデザイ

ン面でのサポート体制を構築。過去４年間で、15

名の方が移住し、うち３名が法人を設立、11 名が

開業（2022 年時点）。 

・ 丸森町はビジネスに活用できる地域資源もリスト

アップし公開している。

（https://www.town.marumori.miyagi.jp/common/i

mg/content/content_20220912_112626.pdf） 

○丸森 CULASTA  

 

 

 

 

 

丸森 CULASTA 

https://marumori-startups.com/

地域課題解決型 

ビジネス事例 

地域課題解決型 

ビジネス事例 

https://nextcommonslab.jp/network/minamisoma/
https://www.city.minamisoma.lg.jp/portal/sections/16/1620/16201/1_1/3394.html
https://www.city.minamisoma.lg.jp/portal/sections/16/1620/16201/1_1/3394.html
https://village.pionism.or.jp/
https://naru-minamisoma.com/
https://www.town.marumori.miyagi.jp/common/img/content/content_20220912_112626.pdf
https://www.town.marumori.miyagi.jp/common/img/content/content_20220912_112626.pdf
https://marumori-startups.com/
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＜事業承継支援の事例＞ 

 

アトツギ甲子園 

中小企業庁、一般社団法人ベンチャー型事業承継 

 

●取組 

・ 全国各地の中小企業・小規模事業者の後継者が、新

規事業アイデアを競うピッチイベント。2021 年から

中小企業庁が主催し、一般社団法人ベンチャー型事

業承継が運営を担う。西日本、中日本、東日本の 3

ブロックで予選大会を実施。 

・ 一般社団法人ベンチャー型事業承継では、現経営者

に対する支援ではなく、後継者を対象にした重点的

な支援を行う。各種メディアとの連携による会社の

PR 支援、事業ブラッシュアップの際の先輩経営者に

よるメンタリング機会の提供や、全国の 39 歳以下の

家業承継予定者・候補者のみが参加できるオンライ

ンコミュニティ『アトツギファースト』等を運営。

地域にとらわれずアトツギにフォーカスした共感を

ベースにしたコミュニティが形成され、親族内承継

者がチャレンジしやすい風土・文化の形成を目指

す。 

 

・ 2022 年度には公益財団法人大分県産業創造機構から

の委託を受け、大分県のアトツギに特化した約 7 カ

月間の新事業開発支援プログラム「GUSH！」も実

施。地方の自治体と連携した事業承継支援の可能性

も広がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 経済産業省ホームページ 

（第 3 回「アトツギ甲子園」を開催します。） 

https://www.meti.go.jp/press/2022/11/20221104008/2

0221104008.html 

 

とっとり×後継ぎリノベーター 

鳥取県、株式会社ライトライト 

 

●取組 

・ 鳥取県と株式会社ライトライト（事業承継マッチング

プラットフォーム「relay」を運営）が連携し、2022

年度から事業承継支援プロジェクト“とっとり×後継

ぎリノベーター”を開始。 

・ 後継者不在に悩む鳥取県内の事業者をオープンネーム

で公開し、全国に眠る”後継ぎリノベーター（事業を

未来へ繋ぎ、改良していく人材）”候補とマッチング

することで、“事業承継”を通じた新たな事業のスター

トを支援。 

・ 「鳥取県での起業・承継に関心がある方」向けに、鳥

取県にお試し訪問してもらうツアー（旅費・宿泊費の

半額補助）や、承継後の事業展開を思い描くワークシ

ョップ「後継ぎリノベーター発掘プログラム」も開

催。 

・ プログラムをサポートする連携機関として、鳥取県事

業承継・引継ぎ支援センター、ふるさと鳥取県定住機

構。自治体による事業承継支援補助金、地域課題解決

型起業補助金等の支援制度活用も後押し。 

・ 「relay」では、財務的な視点よりもむしろ事業者のス

トーリーを起点にした後継者募集案件を掲載。共感を

ベースにした新しい事業承継支援に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

“とっとり×後継ぎリノベーター” プロジェクト 

ホームページ 

参考：https://relay.town/local/tottori/program 

事業承継事例 

（親族内承継） 

事業承継事例 

（第 3 者承継） 

https://www.meti.go.jp/press/2022/11/20221104008/20221104008.html
https://www.meti.go.jp/press/2022/11/20221104008/20221104008.html
https://relay.town/local/tottori/program
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“さいたま”の結び目 

株式会社筑波銀⾏、株式会社東和銀⾏、株式会社栃木銀⾏ 

 

●取組 

・ 株式会社筑波銀行、株式会社東和銀行、株式会社栃木

銀行の 3 行は、2014 年 12 月締結の「地域経済活性化

に関する広域連携協定書」に基づき「事業承継業務の

連携に関する覚書」を締結し事業承継業務の機能強化

を目的として、「“さいたま”の結び目」を創設し、北

関東における広域の事業承継支援を強化（2022 年 7

月）。 

・ これまでそれぞれの地域でニーズ発掘から事業再構築

支援までワンストップで解決できるプラットフォーム

「地元応援型 M&A サービス“結び目”」を構築していた

が、これを連携させ、より広域での事業承継及びＭ＆

Ａ事業の展開を可能にすることで、地元中小零細業者

の事業承継問題の解決を図る。 

・ 複数の地方銀行が案件の掘り起こし・マッチングを担

い、Ｍ＆Ａ実務を行う STRIKE、SUCCEED 等の M＆

A 関連事業者と連携。その他連携機関として日本公認

会計士協会 埼玉会とも連携。 

○“さいたま”の結び目 支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 

筑波銀行ニュースリリース 

https://www.tsukubabank.co.jp/cms/article/2943fdfaedc4

3e372473e99c36060ea37bc5ca64/ 

 

 

 

関西大学 実践型事業承継ゼミ（大阪府吹田市） 

関西大学、一般社団法人ベンチャー型事業承継 

 

 

●取組 

・ 関西大学は千里山キャンパスにおいて、実家が家業を

営んでいるという学生を対象に、「家業の経営資源で

開発する新規事業」について学ぶ、一般社団法人ベン

チャー型事業承継との連携科目「次世代の後継者のた

めの経営学」（計 15 コマ）を開講。 

・ 家業を継承した現役の若手経営者が講師となって、実

家が家業を営んでいる学生らが受講。 

・ 2019 年から「大学コンソーシアム大阪」提供科目と

して、他大学（大阪府下 36 大学）にも受講対象を拡

大。学生時代から家業に向き合う機会を創出し、中長

期的な展望で親族後継者の事業承継の意識づけに寄与

している。 

 

 

＜参考＞ 

関西大学プレスリリース 

https://www.kansai-

u.ac.jp/global/guide/pressrelease/2018/No101.pdf 

 

 

 

  

事業承継事例 

（親族内承継） 

事業承継事例 

（第 3 者承継） 

https://www.tsukubabank.co.jp/cms/article/2943fdfaedc43e372473e99c36060ea37bc5ca64/
https://www.tsukubabank.co.jp/cms/article/2943fdfaedc43e372473e99c36060ea37bc5ca64/
https://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/pressrelease/2018/No101.pdf
https://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/pressrelease/2018/No101.pdf
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4-2 ヒアリング調査結果 

 

事例調査の中で、創業・事業承継の関係者（自治体、事業者、起業家、金融機関等の支

援機関、支援コミュニティに係る関係者等）へのヒアリング調査を実施。 

 

○ヒアリング協力先 

＜創業者・事業承継者へのヒアリング＞ 

地域課題解決型ビジネス事例 

1. とゞ兵（兵庫県豊岡市） 

2. チアフル（株）（奈良県吉野郡吉野町） 

 

事業承継事例 

3. 福禄寿酒造（株）（秋田県南秋田郡五城目町） 

4. （株）フードサポート四国、（株）四国ビジネスアシスト（香川県高松市）  

5. （株）能登オーシャンファーム（瀬上水産）（石川県七尾市） 

 

 

＜創業者・事業承継者支援者へのヒアリング＞ 

地域課題解決型ビジネス事例 

6. 五城目町役場・湖東３町商工会・地域金融機関・(一社)ドチャベンジャーズ 

（秋田県南秋田郡五城目町） 

7. （一財）こゆ地域づくり推進機構（宮崎県児湯郡新富町） 

 

事業承継事例 

8. （株）ノトツグ・日本郵政（株）（石川県七尾市） 

9. 地域未来共創 Search ファンド（山口キャピタル（株）） 

 

創業・事業承継事例 

10. 豊岡市創業・事業者支援ネットワーク（兵庫県豊岡市） 

11. （公財）ふくい産業支援センター（福井県） 

12. （株）サーキュレーション（全国） 
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○調査先をおおまかな【売上・資本規模】×【エリア人口規模】でプロットし、創業・事業承継支援の中でキーとなった事柄を記載 
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＜創業者・事業承継者へのヒアリング＞ 

とゞ兵（兵庫県豊岡市） 

兵庫県豊岡市中央町 18-1 https://todohyo.com/ 

創業者 代表 小山俊和氏 

●事業内容 

イベントスペース・レンタルスペース・レンタルキッチン・屋外多目的スペース、カフェ、ギャラリー、ポップアップ

ショップ・バー＆レストラン・カバン服飾雑貨、オフィス・コワーキングスペース等の複合施設 

●取組 

・ 廃業後活用されていなかった築 90 年以上のまちの歴

史的建造物であり元老舗料亭「とゞ兵」を移住者が

承継。コミュニティ拠点、コワーキングスペース、

テナント事業、イベントスペース等の複合施設とし

て刷新。 

・ 小山氏の本業は埼玉県にある内装建築業の経営者で

あり、豊岡市へ I ターン。現在は二拠点生活を行いな

がら建物を再生・運営に取り組む。 

・ 創業（事業開始）前から但馬信用金庫が支援。歴史

的建造物の存続・活用や資金繰りに関する相談や事

業計画作成等の支援を受ける。 

・ 豊岡市や兵庫県の補助制度等も活用しつつ、多種多

様な人々が集う豊岡の新しい文化発信拠点へ。 

・ 豊岡市と但馬信用金庫の共催による第 3 回「地域ク

ラウド交流会」全国グランプリ大会での優勝が建物

の発信のきっかけになり、人が人を呼ぶ形で注目さ

れるように。イベント利用希望者や個人のクリエイ

ターの実店舗需要等、これまでになかった需要が地

方で生まれている。 

・ 小山氏自身が移住創業者であるため、小山氏の所に

相談に来る創業希望者も増え、金融機関をはじめ、

移住者とつながるような仕組みもできつつある。 

 

 

 

 

 

 

＜創業支援のポイント＞ 

豊岡市と連携し兵庫県補助事業「商店街シンボル建築物再生支援事業」に採択され建物改装等に向けた支援を受ける。 

とゞ兵近くに立地する但馬信用金庫担当者が頻繁に訪問、事業計画作成やピッチイベント出場を後押し。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

  

地域課題解決型 

ビジネス事例 

建物外観 コワーキングスペース 

https://todohyo.com/
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チアフル（株）（奈良県吉野郡吉野町） 

jiwajiwa な、おうち 奈良県吉野郡吉野町三茶屋 https://www.jiwajiwa.jp/#about 

創業者 代表取締役 松本 梓氏 

●事業内容 

・ 奈良県産の薬草を原材料にした自然素材 100%の入浴剤、無添加石鹸、天然蒸留水等の製造・販売。 

・ 2 年前に吉野町に移住し、料理やワークショップを通じ薬草を体感できる場”jiwajiwa な、おうち”を展開。 

●取組 

・ 元大手住宅メーカー勤務で全国各地を訪れる中で、地

元への愛着、地域の重要さに気づく。今あるものを大

切にするという価値観を意識し、自分らしい働き方を

模索するタイミングと重なり起業。 

・ 起業にあたっては、起業家支援・投資を行う民間会社

からの出資を受け、奥大和地域の地域資源である薬草

（大和当帰）の魅力を引き出す商品開発・販売でスモ

ールスタート。生産者とも繋がりながら、フェスタや

百貨店催事出店で実績を積んでいった。 

・ 創業後の事業のブラッシュアップにあたり、よろず支

援拠点への相談等のほか、奈良市の起業家プログラム

「NARA STAR PROJECT」や女性起業家プログラム

「LED 関西」に参画。その他様々な公的機関が行うビ

ジネスプランコンテストやプロジェクトで発表を積極

的に行う中で、金融機関の信用・信頼が積み上がり、

融資のほかにも事業の相談に乗ってくれる等有形無形

の支援を受ける繋がりが増えてきた。 

・ 中小企業向けデザイン経営実践支援プログラム

「Dcraft デザイン経営リーダーズゼミ」に参加し、自

社の人物相関図をはじめビジュアル化。収斂されたビ

ジョンもでき、外向けに語れるようになることで自社

と関わる人が増え、チームができた。 

 

 

 

 

 

 

＜創業支援のポイント＞ 

・ 創業者自身がピッチやビジネスプランコンテスト、起業家育成プログラムに積極的にアクションを起こすことで、

事業の信頼性、信用も向上。その結果、金融機関を始め様々な支援者と繋がり、資金調達、自社の事業計画のブラ

ッシュアップ、メンター人材との出会い等のポジティブな循環が生まれる。 

・ デザイン経営ゼミへの参加を通してデザイナーの支援を受けビジョンをビジュアル化。外向けに語れるようになっ

たことで、共感をもとにした仲間が増加。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域課題解決型 

ビジネス事例 

出所：チアフル（株） 

https://www.jiwajiwa.jp/#about
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福禄寿酒造（株）（秋田県南秋田郡五城目町） 

秋田県南秋田郡五城目町字下タ町 48 番地 https://www.fukurokuju.jp/ 

代表取締役社⻑ 渡邊 康衛氏（親族内承継（16 代目）） 

●事業内容 

・ 清酒「福禄寿」「一白水成」醸造元である、1688 年創業の酒蔵。 

・ 福禄寿酒造の日本酒と風土を味わって頂くための交流拠点「下タ町醸し室 HIKOBE」を運営。 

●取組 

・ 現代表が大学卒業後すぐ家業の酒蔵に入社。入社当初

は営業として酒屋の御用聞きや百貨店での試飲販売等

に奔走する中、地元の居酒屋経営者から酒の流通の仕

組み等経営に重要な学びを得る。その後入社 3 年で事

業承継。 

・ 地域の酒造組合が開催する勉強会で県外の流通関係

者、飲食店、デザイナーと出会い、その中で出会った

東京の酒屋の方がメンター的な存在となり、長い間相

談ができる間柄に。認めてもらいたい思いで酒造りに

模索する中、新進酒「一白水成」が完成。 

・ 自身の承継後、同じように家業の承継の境遇にあった

県内酒蔵の若手蔵元 5 人で“NEXT5”というチームを結

成。自分たちの酒の品質向上のための勉強会から、5

人で 1 つの蔵に集合して 1 本の酒を造るという取組に

発展。 

・ 交流拠点「下タ町醸し室 HIKOBE 」は酒蔵と県内外

の人をつなぐ空間として OPEN。 

・ 同地域で地域の活力向上に取り組む (一社)ドチャベ

ンジャーズの柳澤氏とも縁があり、共に町の魅力を発

信する関係が続く。 

 

 

 

 

 

＜事業承継支援のポイント＞ 

・ 大学卒業後 3 年で事業承継し、経営知識が不足する中、地域の経営者や県外のメンター、同じ境遇のアトツギとの

出会い・協業によって自身の経営力、会社の成長につなげてきている。 

・ 都市部から来たコーディネーター人材が地元に根付き、積極的な情報発信や新しい取組をする中で、地域でチャレ

ンジする機運を醸成していることを実感。それにより、地域側の人や会社が新しい取組をする際に浮いて見えなく

なると感じている。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

事業承継事例 

（親族内承継） 

出所：福禄寿酒造ホームページより 

https://www.fukurokuju.jp/
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（株）フードサポート四国（愛媛県・香川県・⾼知県） 

本社：愛媛県松山市北土居２丁目２番２２号 

https://yoshikei-dvlp.co.jp/mat/ 

 

●事業内容 

・ 静岡で創業した全国で展開する食材(ミールキット)宅配サービス・ヨシケイグループのフランチャイジー。 

・ 愛媛、香川、高知エリアをカバー。4 つの事業部を持ち、同グループの食材とレシピがセットになったミールキット

を年間 300 万セット以上、製造・配達。 

●取組 

・ 現社長の甥である藤田氏が東京からの U ターン入社。 

・ 同社において行う新事業のプランを練り、中小企業庁

主催のピッチイベント「アトツギ甲子園」に出場。出

場がきっかけで、アトツギ甲子園のメンター（県外の

先輩経営者）によるメンタリングや審査員のフィード

バック等の支援を受ける。第 3 者の率直なコメントに

より事業案のブラッシュアップを行う。 

・ メンターとは別に、似た境遇の人や年齢の離れた先輩

たちとフラットに話せる場、アトツギの経営マインド

を育む場や情報を求め、「アトツギ甲子園」の参加者

ネットワークや家業エイド（https://kagyoaid.com/）

に参加。他のアトツギ達の活発な動き・活動の発信や

イベント情報に刺激を受ける。 

・ 30 年来自社に関わるコンサルタント（（株）四国ビジ

ネスアシスト）が、経営方針の策定から社員教育、メ

ンタルチェック等全般を支援。コンサルタントが実施

するリーダーシップ研修・後継者育成塾等にフードサ

ポート四国の幹部が受講し、経営マインドを育む。 

 

 

 

 

 

＜事業承継支援のポイント＞ 

・ ピッチ出場を契機としたメンタリングや審査フィードバック、同じ境遇のアトツギのコミュニティや情報に接する

事で後継者候補の経営マインドが向上。 

・ 同社を長年支援する経営コンサルタントが、親族も含めた社内人材の後継者育成に携わり、承継前の早い段階で幹

部の経営マインド、リーダーシップ、フォロワーシップを育てる取組を行うことで、中長期的な視点で円滑な事業

承継に繋げる。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継事例 

（親族内承継） 

出所：ヨシケイ香川ホームページより 

https://yoshikei-dvlp.co.jp/mat/
https://kagyoaid.com/
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（株）能登オーシャンファーム（瀬上水産） （石川県七尾市） 

石川県七尾市奥原町下部 389 https://segami-suisan.amebaownd.com/  

Oyster Garage 389 https://oystergarage.amebaownd.com/ 

取締役 北出氏（石川県加賀市出身） 

●事業内容 

・ 能登半島の七尾湾西湾、奥原地区でブランド能登牡蠣を生産養殖・販売する老舗水産業者。事業承継に伴い、ネッ

ト販売や能登牡蠣を提供するオイスターバースタイルの店「Oyster Garage 389」の開店を行い事業を多角化。 

●取組 

・ 釣り好きが高じて職が決まる前に能登への移住を決

意。当時住居の相談をしていた不動産会社から七尾街

づくりセンター（株）のローカルベンチャー・戦略ア

テンダント友田氏（現・（株）ノトツグ代表取締役）

の紹介を受け、仕事の相談に乗ってもらうことにな

り、現職である瀬上水産の紹介を受ける。 

・ 瀬上水産は 4 代目にあたる親族がいたが養殖業を継が

ないことが決まっており廃業を検討していた。同社の

廃業検討を把握していた友田氏が北出氏を紹介し、お

試しの引継ぎ期間を経て、現在は実質的に経営を北出

氏が行う形へ移行。 

・ 事業承継後の事業展開にあたり、経済産業省事業再構

築補助金を獲得し、事業を多角化。（地元金融機関に

よる申請支援） 

・ 北出氏は繁忙期と閑散期のある牡蠣養殖業での仕事に

加え、4 代目にあたる親族が代表を務める会社（建設

業）の取締役も務める。 

 

 

 

 

＜事業承継支援のポイント＞ 

・ 地元の廃業懸念事業者や支援者の情報を把握し適切にマッチングできるコーディネーター人材が、承継者のニーズ

に合わせて承継先を紹介。 

・ 事業承継お試し期間を経ることで、先代経営者と後継者の相性の確認、後継者の力量が見えることで現経営者が安

心して承継。 

・ 水産業に関する資格保持は先代経営者の親族が継続して行い、経営と分離する形をとることで、会社の存続、先代

経営者が十分な引継ぎが可能に。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

事業承継事例 

（第 3 者承継） 

出所：瀬上水産ホームページ、Oyster Garage 389 より 

https://segami-suisan.amebaownd.com/
https://oystergarage.amebaownd.com/
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＜創業者・事業承継者支援者へのヒアリング＞ 

五城目町役場・湖東３町商工会・町内金融機関・(一社)ドチャベンジャーズ 

（秋田県南秋田郡五城目町） 

https://www.town.gojome.akita.jp/ 

https://r.goope.jp/kotou3-shokokai/ 

https://dochavengers.or.jp/ 

●取組 

・ 秋田県五城目町（人口約 8,500 人）では産業競争力強

化法に基づく認定計画を軸に、移住・定住の文脈で小

規模事業者の創業支援を行う。五城目町まち・ひと・

しごと創生総合戦略で定める目標として、令和 2～6 年

度までの 5 年間で 15 社の創業を目標としているが、4

年目（令和 5 年度中）には達成する見込み。 

・ 五城目町役場としては、施策メニュー拡充よりもむし

ろ今ある施策を「どう活かすか・どう進めるか」に重

点を置く。多くの創業希望者には、ほぼ準備ゼロの状

態からフォローアップ。町内との関わり、橋渡しも五

城目町役場が支援。創業に係る補助金（上限 50 万円）

を渡して終わりではなく、地域で事業を続けるための

安心感、結びつきを重要視し、伴走支援を展開。 

・ 補助金申請者（創業希望者）に対しては、五城目町役

場、湖東 3 町商工会ほか各関係機関による会議体を構

成し補助金審査を実施。審査における意見、提言を創

業希望者にフィードバックする等、事業基盤の一層の

安定化を図るべく、伴走的な支援、相談態勢を継続。 

・ (一社)ドチャベンジャーズでは、廃校舎を利用したシ

ェアオフィス、スタートアップ拠点「五城目町地域活

性化支援センター（通称：BABAME BASE）」指定管

理、子どもから高齢者まで全町民を対象とした学びの

講座「五城目みんなの学校（主催：五城目町教育委員

会）」の企画運営等を実施。 

・ BABAME BASE の入居審査では日本政策金融公庫秋田

支店との連携も図られている。 

・ 町内で定期的に開催される朝市「ごじょうめ朝市 Plus

＋」はスモールビジネスで創業したい方のチャレンジ

出店の場となっており、町ではカフェ等、エリア内で

の創業者数の増加に繋がっている。 

・ 純粋な創業の他に、町外事業者が町内に来て業を興す

ケースや、BABAME BASE から巣立って五城目町内で

場所を構える（町中心部に移転する等の）ケースを想

定した支援も重要と考え、「トータルサポート」とい

う名称で町役場やドチャベンジャーズが支援。町外か

らのクラフト関係の移住・創業が相次ぐ。 

＜支援体制のポイント＞ 

・ 五城目町役場まちづくり課のほか地域おこし協力隊出身である同法人理事 柳

澤氏が町でチャレンジしたい人を地域とつなぎ取組支援するコーディネーター

として活躍。町内の取組発信から移住創業者の物件紹介等まで行う。 

・ 2022 年度に開講した 「五城目みんなの学校」では地域関係者が講師となる全

23 講座のうち映像制作や朝市出店のレクチャーも。スモールビジネスで地域

で稼げる人材育成の場としても期待される。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域課題解決型 

ビジネス事例 

（支援体制） 

出所： (一社)ドチャベンジャーズホームページより 

https://www.town.gojome.akita.jp/
https://r.goope.jp/kotou3-shokokai/
https://dochavengers.or.jp/
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（一財）こゆ地域づくり推進機構（宮崎県児湯郡新富町） 

宮崎県児湯郡新富町富田東 2-1-1  

https://koyu.miyazaki.jp/ 

●事業内容 

農産物を中心とする特産品（地域資源）の開発・販売と、地域課題をビジネスで解決出来る起業家育成の二つが循環し

た地域経済を作ることをミッションとする地域商社。 

●取組 

・ 農業・畜産業を主要産業とする宮崎県児湯郡新富町

（人口約 16,000 人）では、新富町役場の 100％出資で

（一財）こゆ地域づくり推進機構（略称：こゆ財団）

を「稼げる地域商社」として設立。特産品販売やふる

さと納税返礼品販売等で得られた利益を、農業を軸に

した起業家育成、まちおこし、福祉・教育等に投資

し、持続可能な地域づくりに取り組む。ふるさと納税

寄附額（平成 29 年～令和 3 年までの 5 年間）累計約

70 億円の寄付を集める。 

・ 「世界一チャレンジしやすいまち」というビジョンの

もと、町役場等と連携し、移住者への協力農家の紹

介、まちの空き家をリノベーションしてベンチャーの

オフィス利用に活用する等、移住創業者の課題の一つ

でもあるコミュニティに溶け込めるよう地域コミュニ

ティへの橋渡し・支援を行う。地域課題解決型創業と

しては、持続可能な農業の実現を目指す「みらい畑

（株）」等が創業。 

・ 財団が実施する起業家育成プログラムでは、実務経験

のある講師陣の他に、新富町商工会、日本政策金融公

庫、農業や畜産業等に知見のある支援者（JA 等）とも

連携体制を構築。主要プログラム「ローカルベンチャ

ースクール」では通算 4 期で 77 名が受講、7 名が移

住の効果を挙げている。 

・ 起業家育成プログラムでは実際に地方（宮崎県新富

町）へ行き、1 泊 2 日のフィールドワークも行うこと

で、地域課題の発掘とあわせて移住者・起業家のコミ

ュニティも構築。さらに

プログラムの受講生が実

際に移住創業する際に地

域おこし協力隊制度を活

用。 

 

 

 

＜支援体制のポイント＞ 

・ こゆ財団が移住創業者に対し、地域コミュニティに溶け込めるようコーディネート支援。人材や地域資源の紹介、

橋渡しも担う。 

・ 移住創業を前提とした地域おこし協力隊制度の活用を積極的に行う（起業型地域おこし協力隊）。 

・ 起業家育成プログラムを通じた移住創業者のコミュニティを形成。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

地域課題解決型 

ビジネス事例 

（支援体制） 

出所：こゆ財団ホームページより 

https://koyu.miyazaki.jp/
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（株）ノトツグ・⽇本郵政（株）（石川県七尾市） 

石川県七尾市鍛冶町 28  

https://www.noto-t.com/ 

●事業内容 

・ 企業のサステナビリティ・事業承継・投資に関する業務 ・経営戦略、事業開発、市場分析に関する業務 

・ 人材教育及び育成に関する業務 ・地域活性化戦略及び事業に関する支援業務 

・ 行政の政策及び経営に関する指導及び支援業務 

●取組 

・ 石川県七尾市（人口約 49,000 人）では、2018 年に地

域のまちづくり会社「七尾街づくりセンター」が中心

となり、事業承継支援を目的とする官民連携の組織

「事業承継オーケストラ」を立上げ。七尾商工会議

所、石川県、七尾市、金融機関、税理士会、弁護士会

等 23 機関が連携し、後継者がいない市内の中小企業

を支援。企業相談、企業の後継者人材を発掘する人材

募集のウェブサイト開設、都市部で同市の企業紹介、

市や事業者らが出資する事業承継ファンド「七尾版ロ

ーカルファンド」を進めてきたが、七尾街づくりセン

ターが 2021 年に事業終了。 

・ その後、七尾街づくりセンターのローカルベンチャ

ー・戦略アテンダントを務めたキーマンの友田景氏

は、地元経営者等で出資を行ってアトツギに対する資

金供与も検討する事業体「（株）ノトツグ」を設立。

能登を持続可能な地域とし、稼げる産業を次世代に守

り育てることを目的とした活動を行う。 

・ 日本郵政と連携し、能登の各地にある郵便局が把握す

る廃業懸念案件を同社へ情報提供。案件は旅館業や食

品製造加工業、旅館に卸す鮮魚店等の外需を支える内

需産業等、地域でうまく循環できる仕組みに資するビ

ジネスが中心。第 3 者へ仲介する形の一般的な事業承

継ではなく、自分たちで買って運営する形をとる。  

 

 

 

 

 

 

 

＜支援体制のポイント＞ 

・ 事業の継ぎ手である第 3 者承継者が抱える三重苦(移住、借金、経営)のうち、経営面や資金面でのノウハウを持つノ

トツグが借金と経営のリスクを負い、移住者が事業推進を担う。互いに協力できる関係性を目指すことで地域のニ

ーズに応える。 

・ 日本郵政（株）からの出向者が地域の郵便局を回り、各地から案件の掘り起こしヒアリングを行っている。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

事業承継事例 

（支援体制） 

出所：（株）ノトツグ提供資料より 

https://www.noto-t.com/
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地域未来共創 Search ファンド（山口キャピタル（株）） 

山口県下関市竹崎町四丁目 2 番 36 号 

https://yamaguchi-capital.co.jp/search-fund/ 

●事業内容 

ファンドの組成・運営業務・その他付帯又は関連する業務 

（（株）山口銀行、（株）もみじ銀行、（株）北九州銀行、（株）十六銀行、（株）南都銀行、（株）百十四銀行、

（株）愛媛銀行と連携しファンド創設） 

●取組 

・ 2019 年 2 月に山口フィナンシャルグループの 3 行

（㈱山口銀行、㈱もみじ銀行、㈱北九州銀行）から出

資を受け 1 号ファンドを設立。山口県、広島県、福岡

県の各グループ銀行の地場エリアを中心に運営し、6

社の事業承継を実現。 

・ 2022 年 2 月に 2 号ファンドとして、新たに地域金融

機関から出資を受け入れ「地域未来共創 Search ファ

ンド」を設立し（㈱山口銀行、㈱もみじ銀行、㈱北九

州銀行、㈱十六銀行、㈱南都銀行、㈱百十四銀行、㈱

愛媛銀行と連携しファンド創設）その後、独立行政法

人中小企業基盤整備機構、㈱大和証券グループ本社、

地域の事業会社である㈱ワールドホールディングス、

及び ㈱千葉興業銀行からも出資受け入れを実施し、

現在 1 社の事業承継を実現。関東地方、東海地方、関

西地方、中四国地方、九州地方へと活動エリアを拡大

している。（※ 2023 年 3 月末時点） 

・ 外部事業者への売却に抵抗感のある後継者不在企業に

対し、多様な経験を有する優秀なサーチャー（経営人

材）が第 3 者事業承継を行い、新たな知見をもって企

業を成長させるモデル。 

・ 承継後の成長支援として、銀行のファイナンス支援、

地域金融機関の関連会社やネットワークを活用したバ

ックアップ（M＆A や販路開拓、人材育成、DX の支

援等）が可能。 

・ 一般的な Search ファンドは収益追求モデルで、投資

家目線で短期的に事業承継し高値で売却する。一方で

山口キャピタルの取り組む「地域課題解決型 Search

ファンド」は、高い収益性ではなく、地域の中小企業

の事業承継課題の解決、持続的成長を目的とし、日本

版にカスタマイズしていることが特徴。 

 

＜支援体制のポイント＞ 

・ サーチャーは 1 年間の活動費用の投資を受け、探索期間の中で承継企業を見つける。企業探索の際は連携する各銀

行が抱える事業承継案件のうち Search ファンドによる承継が有望視されるリストを共有。 

・ 1～3 ヶ月程度のインターン期間を設け、サーチャーと企業が互いに人間性やキーになる従業員との相性等を見るプ

レ承継期間を設定。 その後も前社長が一定期間サーチャーに仕事を伝承し、サーチャーをフォローできる体制をと

る。同じ境遇のサーチャー同士の交流も。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継事例 

（支援体制） 

一般的な Search ファンドの流れ 

出所：YMFG NewsRelease より 

https://yamaguchi-capital.co.jp/search-fund/
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豊岡市創業・事業者支援ネットワーク（兵庫県豊岡市） 

https://www.city.toyooka.lg.jp/sangyo/kigyoshien/sogyoshien/1002279.html 

 

 

●取組 

・ 兵庫県豊岡市（人口約 77,000 人）では、2015 年に国

の創業支援等事業計画認定を受け、行政、地域の商工

団体、金融機関、士業団体の各機関が連携して創業者

等を支援する「豊岡市創業・事業者支援ネットワー

ク」を構築。 

・ 豊岡市が行う創業専門相談窓口（IPPO TOYOOKA）

は、地域産業活性化に向けて、新たな挑戦への支援や

創業希望者等の成長段階に応じた支援を行う。 

・ 豊岡商工会議所、豊岡市商工会にワンストップ相談窓

口を設置し、相談から創業まで伴走した支援を行う。 

・ 商工団体、金融機関では特定創業支援等事業として創

業塾やセミナーを実施。 

・ 但馬信用金庫が中心となり創業機運醸成事業「地域ク

ラウド交流会」を開催。起業家応援の機運を地域から

高め、起業家同士の情報交換や人的ネットワークの形

成を通じて地域活性化に繋げる。 

・ 小規模事業者の事業承継支援として、豊岡市、但馬信

用金庫、ココホレジャパン㈱の 3 者が事業承継に向け

た連携協定を結び「豊岡市継業バンク」を展開。アフ

ターコロナを見据え、移住定住・創業・事業承継支援

の一体的な取組みを促進する。財源には、信金中央金

庫の地域創生推進スキーム「SCB ふるさと応援団」に

よる企業版ふるさと納税を活用。 

・ 移住定住ポータルサイト「飛んでるローカル豊岡」に

よる情報発信の他、UI ターン相談窓口「暮らしのパー

ラーTOYOOKA」を通じた移住後の相談や居場所づく

りを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜支援体制のポイント＞ 

・ 商工団体のワンストップ相談窓口、②金融機関の支援、③士業団体のサポートが強み。士業団体の参画により法

務・労務・税務等、専門的分野へのサポートが可能。各機関相互の連携体制ができており、事業者支援の繋ぎも円

滑。 

・ 地域クラウド交流会（創業機運醸成事業）では豊岡内外のエリアも巻き込み、起業家とその応援者のネットワーク

を形成。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

出所：豊岡市提供資料より 

https://www.city.toyooka.lg.jp/sangyo/kigyoshien/sogyoshien/1002279.html
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（公財）ふくい産業支援センター（福井県） 

福井県坂井市丸岡町熊堂第 3 号 7 番地 1-16 https://www.fisc.jp/ 

（ふくいベンチャー創出プロジェクト ホームページ https://www.s-project.biz/ ） 

●取組 

・ 福井県（人口約 750,000 人）では、県、ふくい産業支

援センター、県内の企業経営者、金融機関、商工団体

が連携して全国に通用する新たなビジネスモデルの創

出を支援する「福井型エコシステム」を推進。地域の

有望な経営者（創業・事業承継）の成長、活躍を目指

す。 

・ 成長意欲の高いベンチャー経営者や、ベンチャー起業

を目指している方を支援する「ふくいベンチャー創出

プロジェクト」では、ふくい産業支援センターの岡田

氏が牽引役となり、 専門家への相談、セミナー・交

流会、ベンチャーピッチ、伴走型のメンタリングのメ

ニューを整備。福井県内からベンチャー創出を目指

す。 

・ アトツギや創業者等の属性によって支援の区別をせ

ず、成長可能性が高いビジネスモデルであることや、

資質として成長意欲が高い人材を集中支援。 

・ 通算 8 回開催のベンチャーピッチ登壇者はのべ 43 社

を数え、第 1 回登壇者も未だにフォローアップを続け

る。 

・ アトツギ・創業者への伴走型メンタリングには、地域

の熱意ある先輩経営者が参画。まず相談を受け止める

ふくい産業支援センターの存在がありながら、バック

には先輩経営者がいる体制を敷く。その他、必要に応

じて都市圏のベンチャーキャピタリストの方もメンタ

リングに関わる。 

・ 県では、県内金融機関と連携して総額 100 億円の「ふ

くい地域経済循環ファンド」を設立。全国・海外展開

を目指す際の初期投資や製品開発支援のほか、学生へ

の創業支援も行う。 

・ ベンチャーを支援するコミュニティ以外にも地域には

青年会議所や福井商工会議所等、企業の身近に様々な

コミュニティがあるうえ、中小企業診断士等の専門家

相談窓口、IT に関する相談を受けられる DX ラボ等、

県下では様々な相談体制が充実。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜支援体制のポイント＞ 

・ ふくい産業支援センターがベンチャー支援に係る企画を全て自前で実施しているため、ノウハウや人脈がストック

され、メンターとなる先輩経営者等、志がある方々が協力することで、実質的なエコシステムが形成されている。 

・ アトツギや創業者はベンチャーピッチの登壇を機に約 2 か月間に１社当たり平均 12 回メンタリング。様々な研修の

機会を設け、ベンチャーピッチが終わった後も中長期的な伴走支援を敷いており、強い信頼関係が生まれている。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

出所：福井県、ふくいベンチャー創出プロジェクトホームページより 

https://www.fisc.jp/
https://www.s-project.biz/


36 

 

（株）サーキュレーション（全国）  

東京都渋⾕区神宮前 3-21-5 サーキュレーションビル ForPro 

https://circu.co.jp/ 

●事業内容 

・ 外部プロ人材の経験・知見であらゆる経営課題を解決する新しい人材活用モデル「プロシェアリング」を軸に、顧

客企業のオンライン販路拡大、新規事業開発、営業戦略策定等をプロ人材で支援。 

・ 本社である東京を含む 8 拠点を全国に展開し、約 20000 名のプロ人材が登録。 

●取組 

・ 創業・事業承継に関するサービスとして、メインサ

ービスである自社登録プロ人材が支援する「プロシ

ェアリングコンサルティング」、また「人が繋ぐ事

業承継」サービスを通した事業承継と M＆A の仲介

支援、登録プロ人材を後継者として紹介する「ツゲ

ル後継者」支援、各自治体が行う企業支援事業の企

画運営受託等を展開。 

・ メインサービスとなる「プロシェアリングコンサル

ティング」では、新規事業開発や経営体制刷新を支

援する企業の中に事業承継案件も存在。後継者不在

や、後継者はいるが事業承継を伴う経営計画立案の

ノウハウが不足する企業に対し、プロ人材が 6 ヶ月

～12 ヶ月を超えて長期間支援を行う。 

・ M&A 案件は仲介からその後のマネジメントまで支

援。 

・ 全国の金融機関との強固な連携体制を敷く。金融機関

からの案件紹介を受けるケース、逆に M&A 案件の場

合、地域の金融機関へ紹介するケースで連携。特に地

方の案件では、最初に金融機関と企業訪問し要件整理

を行う。 

・ 行政の委託事業では「外部人材による IPO（新規上

場）支援プログラム」「アトツギ経営者×プロ人材新

規事業創出モデル事業」等、地域で成長を目指す企業

支援を行う自治体とタッグを組んで事業を推進。 

 

 

 

 

 

 

 

＜支援体制のポイント＞ 

・ コンサルタントと呼ばれる営業スタッフが企業のニーズをきめ細かくヒアリングし、ニーズや企業体質にあったプ

ロ人材をマッチングする。事業承継支援介入時には先代経営者、後継者に加えキーとなる従業員も巻き込んだ形で

プロジェクトを計画する。 

・ 核となるサービスのプロシェアリングコンサルティングから、顧客の事業承継案件を一気通貫で支援できるよう

M&A 支援や「ツゲル後継者」（後継者人材紹介）等メニューを拡充。全国の地域金融機関と業務提携を行い、経営

支援、M&A 支援等互いの得意分野・支援リソースを保管。 

○創業・事業承継のフェーズに対する支援 

 

出所：（株）サーキュレーション提供資料より 

https://circu.co.jp/
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4-3 ヒアリングから得られた創業・事業承継支援にインパクトを与える要素 

 

事業者・支援者への各ヒアリングで得られた「創業・事業承継支援でインパクトを与える

（与えた）支援」のポイントについて、それぞれの属性を踏まえ以下の通り整理する。 

 

○タイプ別 創業者・事業承継者の意見 

 A 氏 B 氏 

創業／事業承継タ

イプ 

地域課題解決型ビジネス 

（地域資源を活用したビジネス創業

者） 

地域課題解決型ビジネス 

（移住創業者） 

創業／事業承継に

インパクトを与えた支

援 

 公のピッチでお墨付きを頂いたことで

金融機関の融資が受けやすくなった 

 経営プログラム参加でメンターと出会

いビジネスブラッシュアップの支援を受

けることができた 

 生産者が企画相談に乗ってくれた

り、人を紹介してくれた 

 ビジネスブラッシュアップ、創業にか

かる法的支援、資金提供等を一

手に受け持つ支援会社によるサポ

ートを受けた 

 地域の支援組織が地域事業者と

の間に入り、地域の資源（農地

等）のマッチングを受けられた 

 先輩起業家の存在、コーチング、メ

ンタリングをしてくれる人と出会えた 

支援ニーズ 

（創業・事業承継

に際しての課題・あ

れば良い（良かっ

た）支援） 

 地元企業と交流したいが、商工団

体に心理的ハードルがあり、よりライト

な繋がりが欲しい 

 起業・創業者にとっては、いつでも

相談できる相手がいるかどうかが重

要 

 創業時・後の仲間（社員）集め

に苦戦している。起業塾では起業

までの部分は学べるが、起業後の

成長まではフォローを受けられない 
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 C 氏 D 氏 

創業／事業承継タ

イプ 
事業承継（親族内承継の後継者） 事業承継（第 3 者承継の後継者） 

創業／事業承継に

インパクトを与えた支

援 

・ 地域外（都心部）からきた支援者

（地域おこし協力隊出身者）が地

域に入り込んでいることで、地域内に

チャレンジしやすい空気が生まれてい

る 

・ 社内外の相談役・地域の同業アトツ

ギによるチームができたことで、新たな

プロジェクトが生まれた 

・ 地元とマッチングできるコーディネータ

ーが自身にあう承継先を紹介してく

れた 

・ プレ承継の段階でお試し期間を経

ることで、先代経営者との相性を

確かめることができ、双方が納得い

く形の承継につながった 

・ 承継した事業１本で生計を立てる

のではなく、複数の仕事をかけ持ち

して安定化 

支援ニーズ 

（創業・事業承継

に際しての課題・あ

れば良い（良かっ

た）支援） 

・ 承継当初、自身（アトツギ）による

新しい取組に対して社内の古株社

員からは不満の声もあった 

・ 全国の事業承継者が情報を共有

できるコミュニティが欲しい 

 

 E 氏 F 氏 

創業／事業承継タ

イプ 

第 3 者承継 

（経営資源の一部を引き継ぎ新たな

事業に取り組む地域外後継者） 

事業承継 

（サーチファンドで第 3 者承継を目指す

承継希望者） 

創業／事業承継に

インパクトを与えた支

援 

・ 地域の支援者（自治体・地域金

融機関）が頻繁に立ち寄ってく

れ、存在を日頃から近く感じる 

・ 地域金融機関協力のもと事業計

画作成や、ビジネスコンテスト出場

を推薦してくれた 

・ 既存のサーチファンドは収益を追求す

ることを目的としているが、本ファンド

は事業承継の「人」と「株式」の課題

を併せて解決すること目的としてお

り、承継企業の事業成長と地域発

展に貢献することが期待できる 

支援ニーズ 

（創業・事業承継

に際しての課題・あ

れば良い（良かっ

た）支援） 

・ 創業準備当初（地域の支援者と

出会うまでの間）は支援の様々な

情報が不足していた 

・ 第３者が事業を引き継ぐ場合、先

代経営者に会社に残ってもらい確実

に引き継ぐ期間設定が必須 

・ 承継前段階で古株社員と関係性を

作りリーダーシップを発揮できるかどう

かや、業界での実務経験不足に不

安がある 

  



39 

 

○支援者・支援ネットワークの意見 

 地域 A 地域 B 

主な支援者／支

援ネットワーク 

・町役場 

・商工団体 

・金融機関 

・まちづくり事業者 

・地域内の事業承継支援会社 

・金融機関 

 

主な支援対象 地域課題解決型ビジネス（地域内人材

＆移住者による創業） 

事業承継（第 3 者承継） 

特徴的な支援 ・ チャレンジショップ出店支援 

・ スタートアップ拠点運営 

・ 商工会による事業計画作成支援と

自治体の補助金活用をセットで運用 

・ 事業承継や創業経験のある地元経

営者がサポート 

・ ファンド設立も今後計画 

・ 金融機関ネットワークによる事業承継

潜在事業者の掘り起こし） 

創業/事業承継

にインパクトを与

えている要素 

・ 地元とマッチングし伴走できる人材

（元地域おこし協力隊） 

・ 地域内の事業承継支援会社が地域

の事業（経営）を買い取り、地域

外からの承継希望者（移住者）に

事業のみを行ってもらうことで、移住

創業者の３つの課題（移住、借

金、経営）のうち借金・経営をカバー 

 

 地域 C 地域 D 

主な支援者／支

援ネットワーク 

・市 

・士業団体 

・金融機関 

・商工団体 

・事業承継マッチングプラットフォーム 

地域商社 

・地元クリエイター 

・商工団体 

・金融機関 

・事業承継マッチングプラットフォーム 

主な支援対象 
創業・事業承継 

地域課題解決型ビジネス（移住者によ

る創業） 

特徴的な支援 ・ ビジネス相談窓口 

・ コワーキングスペース・創業者コミュニテ

ィの形成 

・ 支援者コミュニティの形成 

・ 自ら特産品・ふるさと納税品開発 

・ 地域課題にフォーカスした起業家育

成スクール 

創業/事業承継

にインパクトを与

えている要素 

・ ビジネス相談窓口は何度でも無料 

地域の支援者同士で顔が見えている 

・ 今後、継業目的での地域おこし協力

隊募集を検討 

・ 移住前に地域へ来てスクール連続参

加 

・ 協力隊制度活用を伴う起業＆移住

の推進 
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 地域 E 地域 F 

主な支援者／支

援ネットワーク 

・サーチファンド（複数金融機関の連携

体） 

・地域の創業・事業承継支援センター 

・県内経営者 

・金融機関 

・商工団体 

主な支援対象 事業承継（中堅企業の第 3 者承継） 創業・事業承継（成長を目指すスタート

アップ・ベンチャー型事業承継） 

特徴的な支援 ・ 活動費用の提供 

・ 複数金融機関での広域ネットワーク

で事業承継案件を共有 

・ 承継後の成長支援（金融機関のフ

ァイナンス支援、コンサルティング関連

会社のバックアップ（M＆A や販路

開拓）、人材育成、DX の支援等の

企業成長支援 

・ ベンチャー創出 PJ（創業塾、ピッチ、

ファンド）で地方から全国に通用する

ビジネスモデル創出を支援 

・ 貸オフィス、コワーキングスペース 

創業/事業承継

にインパクトを与

えている要素 

・ サーチャーの現状の悩みや課題等の

把握を行い、サポートする体制 

・ プレ承継期間、1~３ヶ月程度のイン

ターン期間で実際に事業に携わる 

・ サーチャー同士の横の繋がり 

・ 支援センターの相談初期対応、ピッチ

に向けたビジネスプランブラッシュアッ

プ、長期の伴走支援 

・ 地元先輩創業者のメンタリング 

・ 過去ピッチ登壇者のコミュニティ 

 

 その他（全国） 

主な支援者／

支援ネットワーク 

・民間コンサルティング会社 

（専門人材派遣・紹介） 

・全国各地の金融機関（支援先紹介） 

・全国自治体 

主な支援対象 創業・事業承継（成長を目指すスタート

アップ・ベンチャー型事業承継） 

特徴的な支援 ・ プロ人材派遣による経営改善支援 

・ 事業承継と M＆A の仲介支援 

・ 後継者不在企業への後継者紹介 

創業/事業承継

にインパクトを与

えている要素 

・ 現経営者に伴走し経営計画策定、

事業の磨き上げ、後継者の育成支援 

・ 公的機関の弱点である「企業の実務

部分」にコミットするプログラムを提供 
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 文献調査、ヒアリング調査の結果、創業・事業承継に知見を有する専門家・有識者と地

域での創業・事業承継支援のポイントに関するディスカッションを行った。結果要約は以

下の通り。 

 

○ことでんグループ代表 真鍋 康正氏 

経営コンサルティング会社や投資会社などを経て、2009 年⾼松琴平電気鉄道入

社。 2010 年からは同社取締役を務め、ことでんグループの再生、再建にあた

る。（一社）ベンチャー型事業承継で後継者のメンターも務める。 

 

 

 経営者が決まる前と決まった後で伴走者も伴走内容も大きく変わる。承継の意思決定を

して、次の経営者を探してその経営者を見つける部分は、先代の経営者への伴走。その

後に引き継いでいく部分は次の経営者への伴走。伴走する相手が変わっていく。 

 先代経営者に早い段階から事業承継を意識し、準備していただくために、メッセージの

出し方に工夫が必要。事業承継＝継ぎ手がいなくて困るというネガティブなイメージか

ら「会社の次の経営チームを作る」というポジティブな捉え直しを啓発してはどうか。 

 現経営者は継いでもらえる努力が必要。プレ承継段階で負債の整理や無駄な事業の見直

し、地域での不要なしがらみ等を整理する。 

 地域の事業承継問題解決のキーとなる支援者として、金融機関が果たす役割は大きい。

早い段階から現経営者に事業承継の意識づけができる立ち位置にある。いざとなってか

ら相談するのでは手遅れになる。地域金融機関内に事業承継専門人材がいれば理想的。 

 メンター人材は業界や、地域内か地域外どうかより、経験値があるかどうかが重要。 

 自治体内に事業承継専門の部隊を置く地域もある。そういったところは事業承継支援の

取組が進んでいる。 
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○⽇本政策金融公庫総合研究所 研究主幹 深沼 光氏 

国民金融公庫（現・⽇本政策金融公庫）大阪支店、中小企業庁、郵政研究所、米国

留学（ロチェスター大学ビジネススクール MBA）、東京大学社会科学研究所客員

助教授、総合研究所主席研究員などを経て 2018 年より現職。共著に「経営者の引

退、廃業、事業承継の研究」など。 

 

 地域において第３者承継での「おためし承継」を仕組み化することは効果があるのでは

ないか。いきなり買う・譲るではなく、承継前の一定の期間で一緒に働いてから「この

人なら譲ってもいいや」と思えるような状況を作っていく。承継希望者側もイメージと

のギャップがないかチェックできる。この仕組み化ができれば効果があるのではない

か。 

 創業・承継人材は地域外から呼び込むばかりでなく、地域内人材への啓発も必要。 

 支援者のリテラシー向上については、多岐に渡る支援すべてについて個々のスキルアッ

プを目指すのは現実的ではない。適切な専門家へのつなぎ方を学ぶことが重要ではない

か。 

 情報発信には自治体の旗振りが必要。地域側支援者には、創業・事業承継問題を放置し

たままだと、まちの機能が存続できなくなるという危機感を持っていただくことも必要

ではないか。 

 各地域の特色を意識したブランディングをした上で情報発信をしないと、単に支援体制

を構築するだけでは効果が薄い。 

 地域のプレイヤーとして教育機関の存在もあるのではないか。高校で起業家教育を行っ

ていたり、大学でアントレプレナーシップや事業承継のプログラムを持っていたりする

ところもある。 

 地域で支援体制を構築する場合、メディアに入っていただくことは波及効果があるだろ

う。こうした情報の発信は地域貢献につながるので、メディアにもインセンティブがあ

るのではないか。 
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○一般社団法人ベンチャー型事業承継  事務局⻑ 大上 博⾏氏 

家業である和紙の卸問屋の株式会社オオウエに入社後、新規事業開発に取り組み。

その後海外留学で起業学の修士を取得後、現職。自身のアトツギとしての経験とア

カデミックでの知見を活かし、後継者の事業開発に寄り添う活動を⾏う。 

 

 先代経営者への支援と後継者への支援でメニューが異なるため、誰に対する支援な

のか、支援対象を明確にしておく。 

 コミュニティづくりの要諦は、共感を軸にして形成すること。コミュニティに集ま

るターゲットを絞る方がより共感の強いコミュニティになるだろう。誰でも入れる

コミュニティにすると熱量や共感の度合いが落ちるデメリットもある。 

 創業希望者や事業承継の後継者を対象とするメンタリング・コーチングは重要。そ

れぞれの違いについては、メンタリングは先輩経営者からアドバイスをもらい視座

を上げる効果があるようなもので、コーチングは自分に軸を作るときに自分と近い

立場の人と壁打ちをするイメージ。安易にメンタリングだけを受けると経営者とし

て必要な自律性、自発性が失われてしまう危険性があるので、コーチング（壁打

ち）で軸を作りながら要所でメンタリングを受ける。メンターは必ずしも地域内の

先輩経営者でなくても構わないだろう。 

 支援体制構築においては行政が重要な役割を担う。ベンチャー型事業承継は先代経

営者と異なる事業を考え企業を成長させるものだが、先代経営者に受け入れられな

い面もある。先代経営者を否定せずにアトツギ施策を展開できるのは行政の立場な

らではないか。 

 金融機関の強みとしては、先代経営者に寄り添いながらアトツギを掘り起こしでき

る点が挙げられる。 
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５ 地方における創業・事業承継の支援のあり方 

5-1 基本要素の不足に対する地域側の支援のあり方 

 

創業・事業承継における経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を軸に、それらに対する

支援方法、さらに関係する地域内外の支援者を整理した。 

地域での支援体制構築にあたっては、どの支援にニーズがあり、誰が役割を担うかは地

域により異なるが、オーガナイザー（地域の支援者を把握し連携の中心的役割を担う人や

組織）が、自地域における支援者の存在やどの資源に対する支援が不足しているかを把握

したうえで、支援者側のチームを組成することが理想的といえる。地域に不足する支援者

は自治体や金融機関が他地域と連携協定を結び、地域に呼び込むことで補完も検討でき

る。 

 

また、創業・事業承継においては、3-3 で述べた通り、資金調達・人材・ビジネスモデ

ルの精緻化・経営ノウハウ・企業の信用・信頼向上等、様々な課題が取組フェーズをまた

がり恒常的に発生する。地方の取組事例では、これらの創業・事業承継者が抱える課題に

対し、伴走者（コーディネーター）の存在がキーとなっているケースが多く把握された。

各地域において、事業者が必要なときに相談でき、適切な支援者へ橋渡しできる体制を構

築することが望ましいと考えられる。 

特に支援が手薄になる「創業・事業承継後」については、メンターや外部のネットワー

クが継続して関わることで支援を繋げることが重要である。 

 

○創業・事業承継に関する経営資源の要素と支援方法・支援者の全体像 
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○掘り起こしからポスト創業・事業承継までの支援 

 

 
※公的支援機関：よろず支援拠点、事業承継・引継ぎ支援センター、産業支援センター 等 

※士業：弁護士・税理士・公認会計士・中小企業診断士 等 

 

 

5-2 本調査で得られた課題と課題解決に資する３つの解決策 

 

本調査から得られた「プレイヤー（創業者・事業承継者）側の課題」および「支援者側

の課題」は大きく分類すると以下の３つの解決策に紐付けされると分析した。 
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「①情報発信プラットフォームの作成」「②起業家・後継者ネットワークの構築」は、

いずれも地域内外のステークホルダーへ働きかける。個々の支援者への働きかけと、プラ

ットフォームとの繋がり・連携体制を構築する等が考えられる。 

 

「③新たな支援スキームの構築」は、創業・事業承継のケースにおける課題を解決する

為に地域内で新たに構築する支援の取組。 

 

各方策において、どの支援者が主体となり、どのようなメンバーと支援体制を構築する

かは、地域のプレイヤーの存在やバランスによって異なる。一般的に地方は大都市と比較

して中～大規模の創業・事業承継案件が少ないことから、民間事業者がビジネスベースで

単独で支援することは想定しにくい。むしろ、地域の存続に関係する大きなステークホル

ダーである公的機関や商工団体、地域の金融機関が中心となって取り組むことが望ましい

と考えられる。 

 

本事業で得られた主な課題とそれらに対応する解決策を一覧化したものを次頁に記載す

る。 
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○プレイヤー（創業者・事業承継者）側の 

抱える主な課題 

 
 

ステージ 支援の対象 目的 課題解決に導く支援体制 
主体となる 

支援者イメージ 

連携する支

援者 

方策との

対応 

経
営
資
源
引
継
型
創
業
等 

〜承継前 

先代経営

者 

後継者に承

継したい 

✓ 移住者、地域おこし協力隊と後継

者不在企業のマッチング 

✓ 承継候補者（第 3 者含め）に向

けたプレ承継の仕組みづくり（おた

めし承継等） 

自治体・公的機関・金

融機関・商工団体 

（中規模以上の案件

では投資ファンド等も） 

地域外のマッ

チングプラット

フォーム、全国

起業家コミュ

ニティ 

 

先代経営

者 

スムーズな承

継に向けた事

業の整理・ス

リム化 

✓ 経営資源引継ぎ型創業の普及啓

発 

✓ バトンタッチのための資産・リスク調

査（デューデリジェンス）の必要性

意識づけ 

✓ 支援者間の情報共有・地元経営

者等への相談ルート構築 

自治体・公的機関・金

融機関・商工団体 

（中規模以上の案件

では投資ファンド等も） 

地域内外の

先輩経営者、

士業・地方メ

ディア 

 

承継前〜

承継後 
後継者 

承継を契機と

して経営体制

や事業の柱を

見直したい 

✓ プロ人材とのマッチング・登用、相

談機会の創出 

✓ ピッチ・ビジネスプランコンテストを契

機とした事業計画作成の伴走支

援・コーチング・メンタリング 

自治体・公的機関・金

融機関・商工団体 

地域内外の

先輩経営者、

プロ人材派遣

企業 

 

地
域
課
題
解
決
型
創
業 

〜創業前 
創業希望

者 

地域課題に

アプローチした

い 

✓ 事業者と地域課題のマッチング 

✓ 創業塾を通した地域でのフィールド

ワーク機会の提供 

✓ 経営資源引継ぎ型創業を考える

企業と創業希望者のマッチング

（経営資源の分割） 

自治体・公的機関 

地域内外の

先輩経営者、

商工団体、金

融機関 

 

事
業
承
継
／
創
業 

共
通 

いつでも 
創業希望

者 

資金を調達

し、事業を強

固にしたい 

✓ メンターや事業者間ネットワークと繋

がるピッチ・ビジネスプランコンテストの

開催 

✓ 既存のピッチ・ビジネスプランコンテス

トとの連携 

自治体・公的機関・金

融機関・商工団体 

地域内外の先

輩経営者（中

規模以上の案

件では投資ファ

ンドなども） 

 

承継／創

業前〜後 

創業希望

者 

後継者 

事業モデルの

磨き上げをし

たい 

✓ 地域のアトツギや起業家の紹介 

✓ 地元の支援者によるメンタリング体

制構築 

✓ メンターと事業者とのマッチング 

✓ 地域での成功事例の情報発信・

情報提供 

自治体・公的機関・金

融機関・商工団体 

地域内外の

先輩経営者・

地方メディア 

 

いつでも 

創業希望

者 

後継者 

地域のプレイ

ヤーとの協力

関係を作りた

い・協業をし

たい 

✓ 地元企業／起業家、後継者との

交流会 

自治体・公的機関・商

工団体 

地域内外の

先輩経営者 
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○支援者側が抱える主な課題 

 

 

 
 

  目的 主な課題 課題解決に導く支援体制 
主体となる 

支援者イメージ 

連携する 

支援者 

方策との 

対応 

支
援
者
側
の
課
題 

事業承継

／創業 

共通 

支援機会の創

出をしたい 

行政窓口の敷

居の高さ 
✓ 支援機関の見える化 

自治体・公的

機関 

全ての支援

者・地方メデ

ィア 

 

支援情報等の

散逸、情報発

信不足 

（発信方法のミ

スマッチ） 

✓ 支援機関及び支援メニュー

の情報取りまとめ、発信 

✓ SNS も含めた情報発信 

経済産業局、

自治体・公的

機関 

自治体・公

的機関・地

方メディア 

 

支援のスキルア

ップをしたい 

支援リテラシー

向上 

✓ 支援者向けセミナー・研修 

（同業種における先進事例

等） 

経済産業局、

自治体・公的

機関 

全ての支援

者 

 

地域内外の事

業者・支援者の

繋がりを広げた

い 

事業者／支援

機関ネットワーク

の拡大 

✓ 地域内外の新たなネットワ

ークの構築もしくは既存ネ

ットワーク情報の取りまと

め、発信 

✓ 国の認定制度や支援の活

用提案 

✓ 地域の支援機関同士が顔

を合わせる場の提供 

経済産業局、

自治体・公的

機関 

全ての支援

者・地方メデ

ィア 
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5-3 地方における効果的な支援体制構築の考察 

 

本調査で得られた地方の創業・事業承継の課題や支援ニーズ、地域で役割を発揮するこ

とを期待される支援者等を踏まえた、地域において波及効果の高い支援を行うための支援

体制イメージを以下に示す。 

 

※オーガナイザー・コーディネーターは地域ネットワーク内の支援者が担当することを想定 

 

 

 各支援者の強みから個別に求められる役割とは別に、地域の支援プレイヤーがネットワ

ークを編成し、地域ネットワークとして実施することが考えられる支援メニューを記載し

た。 

 

 それぞれの地域のネットワークと、地域横断的に取組を行うことができる経済産業局と

の連携により、地域内での支援取組を底上げし、他の地域と情報交換や支援に関するリソ

ース情報を共有する等によって地域の支援体制をさらに高めることが期待される。 
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5-4 地方が活きる創業・事業承継の実現に向けて 

 

 5-3 で述べた「地方における効果的な支援体制構築」に加え、支援にあたっての心構え

やヒントについて、本調査で得られた点を以下に示す。これらの点について地域の支援者

間で認識を合わせ創業・事業承継支援にあたる事で、地方における創業・事業承継を通し

た地域機能の維持、経済の活性化に繋がる効果の高い支援が実現するのではないかと考え

られる。 

 

 

（１）創業・事業承継支援を連携して⾏うことの相乗効果の再認識 

 

都市部に比べ地方では支援者のリソースが限られる中、今後の地方での創業・事業承継

支援はこれまで同様それぞれが独立した形で取り組む部分がある一方、双方で連携し取り

組むことでメリットが生まれる領域があるといえる。 

 

○創業・事業承継支援が双方で連携するケースの例 

  

⚫ 事業承継・廃業を検討する地域内事業者から創業希望者に対し、事業や経営資源の一部を

譲り渡すことを想定したマッチングを支援することで、創業希望者が地域でビジネスを始めやすくな

る可能性を高める 

⚫ ベンチャー型事業承継でアトツギが新規事業を検討するプロセスは、スタートアップが創業する際の

プロセス・ニーズと非常に似ていることから、両者を特に区別せず新規事業のピッチ・ビジネスプラン

コンテストを開く 

⚫ 地域外の人材をプレイヤーとして呼び込む場合、創業・事業承継（第 3 者承継）希望者の双

方に共通して移住支援が必要となることから、都市部での移住イベントを開催する場合、地域で

の創業・事業承継の支援 PR も一体となって行う 
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（２）地域毎で創業・事業承継支援を⾏うことの必要性とその中⻑期的な効果 

 

地域で創業・事業承継支援に取り組むには、各支援者が支援の取組にインセンティブを

求めるばかりではなく、地域内で地域衰退の危機意識を共有し、一体となって取り組むこ

とが求められる。 

 

「国土のグランドデザイン 2050」では、「サービス施設の立地する確率が 50％及び

80％となる自治体の人口規模」が示されている。これによると、地方では銀行立地の維持

に最低 6500 人、一般病院立地の維持に最低 5500 人の人口規模が必要であると想定されて

いる。 

 

人口減少や事業者減少の先にまちの衰退があり、まちの衰退が地域の抱える課題を悪化

させるといった負のスパイラルが起きないよう、まちを維持する取組として、創業・事業

承継支援の果たす役割は大きい。実際に取組が先行する地域では、この危機感をもって自

治体や商工団体が旗振りをし、一丸となって創業・事業承継支援の体制を整え、プロジェ

クトを進めている。 

 

スーパーやガソリンスタンド等の生活インフラに位置づけられるサービスがなくなって

からでは遅い。「まちの機能を維持するためにはこのままではいけない」ということを、

地域の支援者が中長期的な視点を持って自分ごととして捉えておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

  

DOWN DOWN 

悪循環を断ち切る
ための創業・事業

承継支援 
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（３）国・地域を含め⾏政や支援機関からの情報発信・メッセージの見せ方 

 

 地域支援者は地域の将来に対する問題意識を持つ一方で、個々の地域事業者の支援にあ

たっては前向きな創業・事業承継のメッセージを発信する必要がある。 

 

 事業承継支援は後継者不在企業の課題解決に繋がり、地域経済を担う事業者の円滑なバ

トンタッチや更なる成長を促す前向きな支援であると捉えることができる。この意識づけ

を行うべき対象は現経営者であるといえる。 

 

東京商工リサーチの 2022 年「休廃業・解散企業」動向調査12によると、休廃業企業の代

表者の年齢（判明分）は、70 代が最も多く 42.7％、次いで 80 代以上が 22.5％、60 代が

21.2％で、60 代以上は全体の 86.4％を占めている。このことから、休廃業・解散企業の経

営者の多くが 70 代で、早期から事業承継の検討を進めている経営者は少ないと推察され

る。 

 

一般的なオーナー企業が後継者を探す場合、第一候補は親族、その次に社員や取引先・

同業他社から探し、最後に外部人材やマッチング・M&A 専門機関等への相談というステ

ップを踏み、それでも継ぎ手がいないケースもある。後継者探しには相当な時間やコスト

がかかることを現経営者が意識しておくことが重要である。 

 

一方で、競合他社や取引先もいる環境の中で、現経営者が承継に課題を抱えていること

を知られたくないのは当然であるため、どうしても案件が埋もれがちになってしまうこと

が指摘されている。 

 

こういった層にアプローチするには、普段から付き合いのある支援者、例えば金融機関

等が、支援先企業の後継者候補の存在の有無を早い段階から意識しておくことが有効と考

えられる。また、単に「困る前に後継者を準備しておきましょう」というアプローチでは

現経営者にネガティブな捉え方をされてしまう可能性もある。企業や経営者の成熟ととも

に次のバトンタッチに近づいていくこと自体は明らかな事実であり自然なことであるた

め、「美しいバトンタッチ」に向けた準備をしておく、という形で支援者が検討を促すこ

とで、現経営者に事業承継をポジティブに捉えて頂き、早期の事業承継計画作成、ひいて

は承継する事業や資源の整理につながる可能性が高まるのではないかと考えられる。 

 

 
12 https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20230116_01.html 

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20230116_01.html
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○前向きな事業承継の促し方の例 

 

 

  

“社長だけでなく幹部も高

齢化し、いつかはポストが

空いてくるのは自然なこと。

今の段階から少し次の経

営体制を考える” 

 

“息子さんを支え

るチーム、経営を

しやすい形を作る

検討” 

“次の経営者

を強い経営

者に育ててい

く計画” 

“次の人たちに

しっかりといい

武器を残すた

めの検討” 

“後継者を決めるの

は最後の最後。早

い段階から色んな

選択肢を柔軟に考

えることで会社の未

来に繋がる” 
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（４）地域の特色を加えた情報発信 

 

創業・事業承継の支援体制が整っていることはもちろん重要であるが、単にそれだけで

は地域外の創業希望者や事業承継候補者を呼び込んでくることは難しい。自分達の地域が

他の地域とどう違うのか（ブランド）、またどんな人に来てほしい地域であるか（ターゲ

ット）を考えたうえで、適切な相手に対して情報発信をする必要がある。 

 

地方では農業や林業等地域の主要産業を強みとし、それらに特化した創業支援プログラ

ムを展開する自治体が成功を収めるケースや、地域課題を広く外に開示し提供することで

ビジネスを呼び込むケース、ワーケーションをきっかけとして関係人口を増やし、そこか

ら二拠点居住の中でビジネスを始めてもらうことで成果を挙げる地域も出てきており、切

り口は様々と考えられる。 

 

地域の魅力を意識し、それに加えてきめ細かな創業プログラムやマッチング等のサポー

ト体制があることを見える化し、それを創業希望者等が集まるコミュニティに対して情報

発信することで、初めて外から創業・事業承継候補者を呼び込む流れを作ることができ

る。 

 

地域の特色を加えた情報発信に際しては、地域で事業を営む企業や、新たに創業した事

例が見えることは重要である。効果的に情報発信するためには、地域内の事業者情報を持

ち、PR をしたい支援者ネットワークと、情報発信プラットフォームはあるが発信する情

報が欲しいメディアが定期的に情報交換を行える座組を作ることで、双方が WIN-WIN の

関係が生まれ、地域の認知度を上げる取組に繋がることが期待できる。 

 

また市町村や都道府県単位でよく知られる企業や事例であっても、隣県に行くとあまり

知られていないというケースも多い。こういった場合には、基礎自治体やエリアをまたい

で活動する支援機関や経済産業局とつながることで、近県の取組事例を知ることや、より

広域に自地域の取組やブランド力を PR できる。地域内外の繋がりを持ち、相互に継続的

な情報発信が、できる仕組みを構築することがより大きな効果を発揮するのではないかと

考えられる。 
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参考資料 

○ヒアリング依頼資料（創業企業向け） 

  

四国経済産業局 

令和４年度地方での「創業×事業承継」等の促進における影響等分析及び連携体制の構築等に係る調査 

2022年 10月 

 

拝啓  時下ますますご清栄のことと、お慶び申し上げます。 

四国経済産業局では、今年度、地方で地域課題解決型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等を促進する

ことの効果や課題、支援ニーズ等についてヒアリング調査を通して実態把握を行い、支援体制や支援の

あり方を検討するための基礎資料としたいと考えています。 

つきましては、以下の内容についてヒアリング調査のご協力をお願い申し上げる次第です。ご多用な

中大変恐れ入りますが、ご協力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

敬具 

記 

1. ヒアリング方法 

訪問 または オンライン 

2. ヒアリング時期 

2022年 10月～12月 

3. ヒアリング前にお聞きしたい点 

本調査においては、創業を行った事業者自身、創業に関わった支援者の両者へのヒアリングをお

願い申し上げたく存じます。 

御社が創業を行う前後で特に強い支援を受けた機関について、その支援者名をお教え頂きたく存

じます。（公的機関、士業、金融機関、行政自治体、取引先や組合、地域社会等） 

 

（参考）地域課題解決型ビジネスの創業ステップと支援内容の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業承継・創業に関するヒアリングご協力のお願い 

創業企業様用 

事業アイデ

ア 

（地域課題

の発見） 

ス
テ
ッ
プ
1

 

ビジネスモ

デル構築 

（ 磨 き 上

げ） 

ス
テ
ッ
プ
２

 

事業計画・

資金計画 

ス
テ
ッ
プ
３

 

資金調達 

各種手続

き 

ス
テ
ッ
プ
４

 

創 

業 

ポスト 

創業 

（成⻑・発

展） 

支
援
者
の
役
割
・
取
組 

 

 

＜創業者による 

   企業価値向上＞ 

創業者 

＜ビジネスプランのブラッシュアップ＞ 

T
o
D

o
 

創業の際に誰から支援を受けたかお教えください。 

＜創業準備＞ 

（創業支援機関への橋渡しと地域ネットワークの活用支援） 

（創業スクール、ビジネスプランコンテンスト、スタートアップカフェ、

コミュニティ形成等） 

（メンター支援） 

 

（事業計画作成支援） （資金調達） 

（税務対策） 

（契約書作成、登記手続き、 

 許認可等届出等） 

（地域コミュニティとの

連携） 

（テストマーケティングの場

の提供等） 

（人材確保） 



56 

 

 
 

 

  

四国経済産業局 

令和４年度地方での「創業×事業承継」等の促進における影響等分析及び連携体制の構築等に係る調査 

1. ヒアリングの際にお聞きしたい内容 

（お教え頂ける範囲でお話をお聞きできますと幸いに存じます。） 

 御社の創業における一連の取組内容や創業の際に関わった外部の支援者についてお尋ねさせて頂き

たく存じます。 

 

（１）事業内容・創業の概要 

 事業内容 

 創業の経緯（検討開始時期ときっかけ） 

 創業前の事業計画と創業後の変化（事業内容の変化、地域との連携の変化 等） 

（２）創業前の取組 

 創業前の取組（移住、事業計画作成、資金調達、会社設立手続き、人材確保等）と受けた支援内

容（支援者） 

 上記取組の際に特に苦労した点（問題点、課題） 

（３）創業時の取組 

 創業時の取組（財務処理、税務対策、許認可等の法的対応等）と受けた支援内容（支援者） 

 上記取組の際に特に苦労した点（問題点、課題） 

（４）創業後の取組（将来方向性を含む） 

 創業後に成長させた・新たに取り組んでいる事業と連携先（地域関係者等） 

 自社の事業推進上の課題とそれらを解決しうる支援ニーズについて 

（現在取組中のものでも「こんな支援があれば」というものでも結構です） 

（５）地方部における創業支援の優位性／課題 

 地方ならではの支援体制、地域との関係性、経営資源確保に関する課題 等 

以上 

 

 

 

 

 

 

（調査主体）経済産業省 四国経済産業局 地域経済部 新事業推進課 

（ 事 務 局 ） 株式会社ダン計画研究所  担当：辻、河野 

           〒540-0021 大阪市中央区大手通1-2-10 TEL06-6944-1173／FAX06-6946-9120 
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○ヒアリング依頼資料（事業承継企業向け） 

 

四国経済産業局 

令和４年度地方での「創業×事業承継」等の促進における影響等分析及び連携体制の構築等に係る調査 

2022年 10月 

 

拝啓  時下ますますご清栄のことと、お慶び申し上げます。 

四国経済産業局では、今年度、地方で地域課題解決型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等を促進する

ことの効果や課題、支援ニーズ等についてヒアリング調査を通して実態把握を行い、支援体制や支援の

あり方を検討するための基礎資料としたいと考えています。 

つきましては、以下の内容についてヒアリング調査のご協力をお願い申し上げる次第です。ご多用な

中大変恐れ入りますが、ご協力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

敬具 

記 

1. ヒアリング方法 

訪問 または オンライン 

2. ヒアリング時期 

2022年 10月～12月 

3. ヒアリング前にお聞きしたい点 

本調査においては、事業承継を行った事業者自身、事業承継に関わった支援者の両者へのヒアリ

ングをお願い申し上げたく存じます。 

御社が事業承継を行う前後で特に強い支援を受けた機関について、その支援者名をお教え頂きた

く存じます。（公的機関、士業、金融機関、行政自治体、取引先や組合、メンター、地域社会等） 

 

（参考）事業承継のステップと支援内容の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業承継・創業に関するヒアリングご協力のお願い 

事業承継企業様用 

事業承継に

向けた準備

の必要性の

認識(気づき) 

ス
テ
ッ
プ
1

 

経営状況・

経営課題等

の把握 

(見える化) 

ス
テ
ッ
プ
２ 

事業承継に

向けた経営

改善 (磨き

上げ) 

ス
テ
ッ
プ
３ 

事業承継

計画策定 ス
テ
ッ
プ
４ 

M&A 

の工程 

事 業 承 継

の実行 
ス
テ
ッ
プ
5

 

M&A 等の

実行 

ポスト 

事業承継 

（成⻑・発

展） 

（経営改善指導） 

（事業、財務、法務、 

労務デューデリジェンス） 

（資金調達） 

（税務対策） 

（契約書作成、登記手続き、 

 許認可等届出等） 

 

支
援
者
の
役
割
・
取
組 

 

（経営者の意識喚起） 

（相談受付） 

（後継者育成、教育） 

（事業承継診断） 

 

（アトツギ支援ネットワーク

（仮称）） 

（後継者育成） 

（専門家の伴走型支援） 

 

 

＜承継者による 

   企業価値向上＞ 

前経営者・ 

承継元企業 

承継者・ 

承継先企業 

（承継候補探索） 

（後継者人材バンク） 

（マッチングサポート） 

＜後継人材候補の 

育成、探索・発掘＞ 

＜経営資産の棚卸し、 

見える化＞ 

 

＜プレ承継段階での

企業価値向上＞ 

親族内・

社内 

社外 

＜資産承継の 

法制対応実務＞ 

（支援機関への橋渡しと 

地域ネットワークの活用支援） 

T
o
D

o
 

事業承継の際に誰から支援を受けたかお教えください。 
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四国経済産業局 

令和４年度地方での「創業×事業承継」等の促進における影響等分析及び連携体制の構築等に係る調査 

 

1. ヒアリングの際にお聞きしたい内容 

（お教え頂ける範囲でお話をお聞きできますと幸いに存じます。） 

 御社の事業承継における一連の取組内容や事業承継の際に関わった外部の支援者についてお尋ねさ

せて頂きたく存じます。 

 

（１）事業内容・事業承継の概要 

 事業内容 

 事業承継の経緯（検討開始時期ときっかけ） 

 事業承継前後の変化（事業内容の変化、事業規模、経営体制等の変化等） 

（２）事業承継前の取組 

 承継前の取組（経営状況や課題整理、資金調達、手続き等）と受けた支援内容（支援者） 

 上記取組の際に特に苦労した点（問題点、課題） 

（３）事業承継時の取組 

 事業承継時の取組（法対応、財務処理、税務対策、許認可等の法的対応等）と受けた支援内容（支

援者） 

 上記取組の際に特に苦労した点（問題点、課題） 

（４）事業承継後の取組（将来方向性を含む） 

 承継後に成長させた・新たに取り組んでいる事業と連携先（地域関係者等） 

 自社の事業推進上の課題とそれらを解決しうる支援ニーズについて 

（現在取組中のものでも「こんな支援があれば」というものでも結構です） 

（５）地方部における事業承継支援の課題 

 地方ならではの支援体制、地域との関係性、経営資源確保に関する課題 等 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（調査主体）経済産業省 四国経済産業局 地域経済部 新事業推進課 

（ 事 務 局 ） 株式会社ダン計画研究所  担当：辻、河野 
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○ヒアリング依頼資料（支援者向け） 

 

四国経済産業局 

令和４年度地方での「創業×事業承継」等の促進における影響等分析及び連携体制の構築等に係る調査 

2022年 12月 

 

拝啓  時下ますますご清栄のことと、お慶び申し上げます。 

四国経済産業局では、今年度、地方で地域課題解決型ビジネスや経営資源引継ぎ型創業等を促進する

ことの効果や課題、支援ニーズ等についてヒアリング調査を通して実態把握を行い、支援体制や支援の

あり方を検討するための基礎資料としたいと考えています。 

つきましては、以下の内容についてヒアリング調査のご協力をお願い申し上げる次第です。ご多用な

中大変恐れ入りますが、ご協力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

敬具 

（参考）事業承継／創業のステップと支援内容のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継・創業に関するヒアリングご協力のお願い 

創業・事業承継 支援者用 

事業アイデ

ア 

（地域課題

の発見） 

ス
テ
ッ
プ
1

 

ビジネスモ

デル構築 

（ 磨 き 上

げ） 

ス
テ
ッ
プ
２

 

事業計画・

資金計画 

ス
テ
ッ
プ
３

 

資金調達 

各種手続

き 

ス
テ
ッ
プ
４

 

創 

業 

ポスト 

創業 

（成⻑・発

展） 

支
援
者
の
役
割
・
取
組 

 

 

＜創業者による 

   企業価値向上＞ 

創業者 

＜ビジネスプランのブラッシュアップ＞ 

T
o
D

o
 

＜創業準備＞ 

（創業支援機関への橋渡しと地域ネットワークの活用支援） 

（創業スクール、ビジネスプランコンテンスト、スタートアップカフェ、

コミュニティ形成等） 

（メンター支援） 

 

（事業計画作成支援） （資金調達） 

（税務対策） 

（契約書作成、登記手続き、 

 許認可等届出等） 

（地域コミュニティとの

連携） 

（テストマーケティングの場

の提供等） 

（人材確保） 

事業承継に

向けた準備

の必要性の

認識(気づき) 

ス
テ
ッ
プ
1

 

経営状況・

経営課題等

の把握 

(見える化) 

ス
テ
ッ
プ
２ 

事業承継に

向けた経営

改善 (磨き

上げ) 

ス
テ
ッ
プ
３ 

事業承継

計画策定 ス
テ
ッ
プ
４ 

M&A 

の工程 

事 業 承 継

の実行 
ス
テ
ッ
プ
5

 

M&A 等の

実行 

ポスト 

事業承継 

（成⻑・発

展） 

（経営改善指導） 

（事業、財務、法務、 

労務デューデリジェンス） 

（資金調達） 

（税務対策） 

（契約書作成、登記手続き、 

 許認可等届出等） 

 
支
援
者
の
役
割
・
取
組 

 

（経営者の意識喚起） 

（相談受付） 

（後継者育成、教育） 

（事業承継診断） 

 

（アトツギ支援ネットワーク

（仮称）） 

（後継者育成） 

（専門家の伴走型支援） 

 

 

＜承継者による 

   企業価値向上＞ 

前経営者・ 

承継元企業 

承継者・ 

承継先企業 

（承継候補探索） 

（後継者人材バンク） 

（マッチングサポート） 

＜後継人材候補の 

育成、探索・発掘＞ 

＜経営資産の棚卸し、 

見える化＞ 

 

＜プレ承継段階での

企業価値向上＞ 

親族内・

社内 

社外 

＜資産承継の 

法制対応実務＞ 

（支援機関への橋渡しと 

地域ネットワークの活用支援） 

T
o
D

o
 

事業承継 

創業 



60 

 

 

  

四国経済産業局 

令和４年度地方での「創業×事業承継」等の促進における影響等分析及び連携体制の構築等に係る調査 

 

 

記 

1. ヒアリング方法 

オンライン 

2. ヒアリング時期 

2023年 1月 

3. ヒアリングの際にお聞きしたい内容 

本調査においては、事業承継や地域課題解決型ビジネスの創業を行った事業者自身、及びそれら

に関わった支援者の両者へのヒアリングをお願い申し上げております。 

御社が地域の支援者と連携して事業承継・創業支援に関わる中で、特にうまく支援できた事例を

お教え頂きたく存じます。 

 

（１）取組概要 

 事業承継・創業に資する取組内容とねらい 

 事業承継・創業支援において地域で連携し構築している支援体制（それぞれが担う役割） 

 支援の取組が事業者や地域へもたらしている効果 

（２）うまく支援できた事例について 

 支援のきっかけ（直接連絡・紹介 等） 

 支援内容・支援のタイミング（創業／事業承継の約 1年前・直前・後 等） 

 支援の成果と改善すべきだった点（不足していた支援内容や支援者） 

※御社が普段の取組の中で感じている点でも結構です 

（３）地方部における事業承継・創業支援の課題 

 地方ならではの支援体制、地域との関係性、経営資源確保に関する課題 等 

 今後力点を置くべき支援方向性 

以上 

 

（調査主体）経済産業省 四国経済産業局 地域経済部 新事業推進課 

（ 事 務 局 ） 株式会社ダン計画研究所  担当：辻、河野 

           〒540-0021 大阪市中央区大手通1-2-10 TEL06-6944-1173／FAX06-6946-9120 
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○兵庫県 県民生活課『すごいすと』vol.100 

https://sugoist.pref.hyogo.lg.jp/sugoist/wp-

content/uploads/2022/12/report100_koyamatoshikazu.pdf 

○奈良県『奈良の女性起業家インタビュー紹介（令和元年度）』 

https://www.pref.nara.jp/secure/222140/matsumoto.pdf 

○中小企業庁『中小企業白書（2016 年版）』第 2 部中小企業の稼ぐ力第 6 章中小企業の稼ぐ

力を決定づける経営力

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap6_

web.pdf 

○中小企業庁『第 2 回アトツギ甲子園ファイナリスト一覧』

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2022/220301shoukei.pdf 

○五城目町『広報ごじょうめ（令和 3 年 5 月号）』 

https://www.town.gojome.akita.jp/up/files/town/sosikiannai/machi/koho/koho1042.pdf 

○首相官邸『ふるさとづくり事例集 2020』

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/hurusato/kasseikasienteam/pdf/furusatodukuri_jirei.pdf 

○五城目町『ごじょうめ朝市 PLUS』

https://www.town.gojome.akita.jp/up/files/town/sosikiannai/syoko/105732download.pdf 

○中国経済産業局『デザイン経営 実践企業 事例集 vol.1』 

https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/221130.pdf 

○日本郵政株式会社プレスリリース『ローカル競争イニシアティブ』（2022 年 2 月 10 日） 

https://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/20220210_01.pdf 

○独立行政法人中小企業基盤整備機構プレスリリース『中小企業経営力強化支援ファンド（令

和 2 年度補正予算）「地域未来共創 Search ファンド投資事業有限責任組合」に出資を行う組

合契約を締結』（2022 年 8 月 10 日） 

https://www.smrj.go.jp/sme/funding/fund/frr94k0000001dig-att/a1659932961172.pdf 

○豊岡市『豊岡市の創業支援等事業計画』 

https://www.city.toyooka.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/279/211223_gai

youzu.pdf 

○福井県広報誌『ＮＥＷＳふくい VOL31（令和 4 年 1 月 23 日発行）』 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kouho/newsfukui/vol31_d/fil/2.pdf 

○公益財団法人ふくい産業支援センター『第８回福井ベンチャーピッチ』 

https://www.s-project.biz/wp/wp-

content/uploads/2022/09/6d90005a1d862c4dfe799ea985c48201.pdf 

○関東経済産業局『外部人材活用ガイダンス（令和元年度）』 

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/jinzai/data/kengyo_hukugyo.pdf 

○国土交通省『「国土のグランドデザイン 2050」参考資料（平成２６年７月４日）』 

https://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdf 

以上 

https://sugoist.pref.hyogo.lg.jp/sugoist/wp-content/uploads/2022/12/report100_koyamatoshikazu.pdf
https://sugoist.pref.hyogo.lg.jp/sugoist/wp-content/uploads/2022/12/report100_koyamatoshikazu.pdf
https://www.pref.nara.jp/secure/222140/matsumoto.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap6_web.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap6_web.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2022/220301shoukei.pdf
https://www.town.gojome.akita.jp/up/files/town/sosikiannai/machi/koho/koho1042.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/hurusato/kasseikasienteam/pdf/furusatodukuri_jirei.pdf
https://www.town.gojome.akita.jp/up/files/town/sosikiannai/syoko/105732download.pdf
https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/221130.pdf
https://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/20220210_01.pdf
https://www.smrj.go.jp/sme/funding/fund/frr94k0000001dig-att/a1659932961172.pdf
https://www.city.toyooka.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/279/211223_gaiyouzu.pdf
https://www.city.toyooka.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/279/211223_gaiyouzu.pdf
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kouho/newsfukui/vol31_d/fil/2.pdf
https://www.s-project.biz/wp/wp-content/uploads/2022/09/6d90005a1d862c4dfe799ea985c48201.pdf
https://www.s-project.biz/wp/wp-content/uploads/2022/09/6d90005a1d862c4dfe799ea985c48201.pdf
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/jinzai/data/kengyo_hukugyo.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdf
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Next Commons Lab 南相馬の運営スキーム
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年代別に見た中小企業の経営者年齢の分布
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